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〒602-8570 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町

発行所　　京 都 府
政 策 法 務 課
電  話 （075） 414-4037

〒602-8048 京都市上京区下立売通小川東入　　　　

印刷所　　中 西 印 刷 株 式 会 社
電  話 （075） 441-3155

規　　　　　則

○京都府会計規則の一部を改正する規則　 （会計課）    2
○京都府レジオネラ症発生予防のための入

浴施設の衛生管理に関する条例施行規則
の一部を改正する規則　 （生活衛生課）   〃

○建築士法施行細則の一部を改正する規則
　 （建築指導課）   〃

○宅地建物取引業法施行細則の一部を改正
する規則　 （　　〃　　）    3

訓　　　　　令

○現業職員の特殊勤務手当に関する規程の
一部を改正する訓令　 （職員総務課）   〃

○京都府文書規程の一部を改正する訓令 （政策法務課）   〃

告　　　　　示

○適用対象の消滅等による関係告示の廃止
に関する告示　 （政策法務課）    4

○農業基盤整備事業関係補助金交付要綱の
一部改正　 （農村振興課）    5

○農業振興事業費補助金交付要綱の一部を
改正する告示　 （経営支援・担い手育成課）    9

○京都府沿岸漁業振興対策事業費補助金交
付要綱の一部改正　 （水産課）   10

○宅地建物取引業者名簿等閲覧規程の一部
を改正する告示　 （建築指導課）   〃

○建築士名簿閲覧規程及び建築士事務所登
録簿等閲覧規程の一部を改正する告示 （　　〃　　）   〃

教 育 委 員 会

○会計年度任用職員の給与及び勤務条件に関する規
則の一部を改正する規則　   〃

○京都府教育委員会の事務処理の特例に関する条例
施行規則の一部を改正する規則　   11

○府立学校の業務に従事する現業職員の特殊勤務手
当に関する規則等の一部を改正する規則　   〃

○京都府教育委員会地方機関等処務規程等の一部を
改正する訓令　   23

○教育長の権限に属する事務の一部を教育機関の長
に委任する訓令の一部を改正する訓令　   25

人 事 委 員 会

○職員の定年引上げ等に伴う関係人事委員会規則の
整備に関する規則の一部を改正する規則　   〃

○一般職の任期付研究員及び任期付職員の採用等に
関する規則の一部を改正する規則　   26

○職員の給与、勤務時間等に関する規則の一部を改
正する規則　   〃

○職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規 
則　   64

○職員の住居手当に関する規則の一部を改正する規 
則　   67

○職員の特地勤務手当等に関する規則の一部を改正
する規則　   68

○職員のへき地手当等に関する規則の一部を改正す
る規則　   69

○義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改
正する規則　   70

○職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正す
る規則　   72

○職員の地域手当に関する規則の一部を改正する規 
則　   〃

○職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正す
る規則　   74

　規　　　　則　

　次に掲げる規則をここに公布する。

　京都府会計規則の一部を改正する規則
　京都府レジオネラ症発生予防のための入浴施設の衛生

管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則
　建築士法施行細則の一部を改正する規則
　宅地建物取引業法施行細則の一部を改正する規則

　　令和７年３月31日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊
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　京都府レジオネラ症発生予防のための入浴施設の衛生
管理に関する条例施行規則（平成16年京都府規則第37号）
の一部を次のように改正する。
　第３条第１項第１号中「掲げる基準」の右に「（温泉
法（昭和23年法律第125号）に基づく温泉等を使用する
場合で、同表の濁度又は有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）
の量）若しくは過マンガン酸カリウム消費量の基準を適
用し難いときは、当該基準を除く。）」を加え、ただし書
を削り、同号の表大腸菌群の項中「大腸菌群」を「大腸
菌」に、「下水の水質の検定方法等に関する省令（昭和
37年厚生省・建設省令第１号）第６条に規定する方法」
を「特定酵素基質寒天培地を用いた平板培養法（混釈平
板法）」に、「１個」を「１コロニー形成単位」に改め、
同表レジオネラ属菌の項中「の検水で形成される集落数
が10」を「中に10コロニー形成単位」に改め、同条第１
項第２号中「掲げる基準」の右に「（温泉法に基づく温
泉等を使用する場合で、同表の濁度又は有機物（全有機
炭素（ＴОＣ）の量）若しくは過マンガン酸カリウム消
費量の基準を適用し難いときは、当該基準を除く。）」を
加え、ただし書を削り、同号の表レジオネラ属菌の項中
「の検水で形成される集落数が10」を「中に10コロニー
形成単位」に改め、同条第２項第１号イ及び第２号中「す
べて」を「全て」に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

京都府規則第45号

京都府会計規則の一部を改正する規則

　京都府会計規則（昭和52年京都府規則第６号）の一部
を次のように改正する。
　第142条第２項中「（一連の調達契約（特例政令第２条
第６号に規定する一連の調達契約をいう。以下この項に
おいて同じ。）のうち最初の契約以外の契約に係る入札
については、最初の契約に係る公告において最初の契約
以外の契約に係る公告を入札期日の前日から起算して少
なくとも24日前にする旨を規定した場合に限り、24日
前）」を削り、同項第１号中「一連の調達契約に」を「一
連の調達契約（特例政令第２条第６号に規定する一連の
調達契約をいう。以下この号において同じ。）に」に改
める。
　第161条の２第１項第１号中「250万円」を「400万円」
に改め、同項第２号中「160万円」を「300万円」に改め、
同項第３号中「80万円」を「150万円」に改め、同項第
４号中「50万円」を「100万円」に改め、同項第５号中「30
万円」を「50万円」に改め、同項第６号中「100万円」
を「200万円」に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

京都府規則第46号

京都府レジオネラ症発生予防のための入浴施設の
衛生管理に関する条例施行規則の一部を改正する
規則

京都府規則第47号

建築士法施行細則の一部を改正する規則

　建築士法施行細則（昭和25年京都府規則第98号）の一部を次のように改正する。
　第１条第１項第２号を次のように改める。
　⑵　住民票の写し又は住民票記載事項証明書であつて、氏名、生年月日及び本籍地（日本国籍を有しない者にあつて

は、氏名及び生年月日）が記載されたもの（これらの書類を得られない正当な事由のあるときは、これに代わる適
当な書類）　１部

　第３条第２号中「、生年月日及び性別」を削る。
　第４条第１項中「前条第２号に掲げる登録事項」を「名簿に登録された氏名」に、「当該変更事項が記載された住民
票記載事項証明書」を「住民票の写し又は住民票記載事項証明書であつて、変更後の氏名が記載されたもの」に改める。
　別記第３号様式中「建築士登録事項変更届」を「建築士登録事項（氏名）変更届」に、「登録事項に」を「名簿に記

載された氏名に」に、

「

」

を

「
」に、

「

」
を
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各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額
とする。

　⑴　大規模な災害として規則第12条第１項第24号に定
める災害に係る作業に従事した場合　1,080円（次
に掲げる場合にあつては、当該場合の区分に応じ、
それぞれに定める額（同一の日において次のいずれ
にも該当するときは、イに掲げる額）を加算した額）

　　ア　当該作業が日没時から日出時までの間（規則第
12条第１項第24号エ又はオの作業のうち主として
屋内において行う作業にあつては深夜）に行われ
た場合　540円

　　イ　当該作業が、著しく危険であると知事が認める
場合又は知事が著しく危険であると認める区域で
行われた場合　1,080円

　⑵　⑴以外の場合　840円（次に掲げる場合にあつて
は、当該場合の区分に応じ、それぞれに定める額（同
一の日において次のいずれにも該当するときは、イ
に掲げる額）を加算した額

　　ア　当該作業が日没時から日出時までの間（規則第
12条第１項第24号エ又はオの作業のうち主として
屋内において行う作業にあつては深夜）に行われ
た場合　420円

　　イ　当該作業が、著しく危険であると知事が認める
場合又は知事が著しく危険であると認める区域で
行われた場合　840円

　　　附　則

　この訓令は、令和７年４月１日から施行する。

京都府訓令第８号

本　　庁　
地方機関　

　京都府文書規程の一部を改正する訓令を次のように定
める。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

京都府文書規程の一部を改正する訓令

京都府規則第48号

宅地建物取引業法施行細則の一部を改正する規則

　宅地建物取引業法施行細則（昭和56年京都府規則第40
号）の一部を次のように改正する。
　第３条中「、別記第９号様式による書面により」を削
り、「法第４条第２項第３号」を「、別記第９号様式に
よる書面に、法第４条第２項第５号」に、「添付し」を「添
付して」に改める。
　第４条第３号中「第５条の３第１項」を「第５条の２
第１項」に、「宅地建物取引業者名簿登載事項変更届出
書」を「変更届出書」に改め、同条第４号中「第５条の
５」を「第５条の４」に改め、同条第７号中「第14条の
７の２」を「第14条の７の２第１項」に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和７年４月１日から施行する。ただし、
第４条第７号の改正規定は、公布の日から施行する。

　訓　　　　令　

京都府訓令第７号

本　　庁　
地方機関　

　現業職員の特殊勤務手当に関する規程の一部を改正す
る訓令を次のように定める。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

現業職員の特殊勤務手当に関する規程の一部を改
正する訓令

　現業職員の特殊勤務手当に関する規程（昭和33年京都
府訓令第１号）の一部を次のように改正する。
　第21条の３第１項中「京都府人事委員会規則６―３」
の右に「。以下「規則」という。」を加え、同条第２項
を次のように改める。
２　前項に規定する手当の額は、作業１日につき、次の

「
」に改め、同様式の注の２を次のように改める。

　　　２　住民票の写し又は住民票記載事項証明書であつて、変更後の氏名が記載されたものを添付してください。

　　　附　則

　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
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　⑾　青年活動育成事業費補助金交付要綱（昭和48年京
都府告示第584号）

　⑿　京都府障害児特別保育事業費補助金交付要綱（昭
和48年京都府告示第675号）

　⒀　京都府私立幼稚園保育料軽減補助金交付要綱（昭
和49年京都府告示第293号）

　⒁　京都府特別保育事業費補助金交付要綱（昭和49年
京都府告示第507号）

　⒂　京都府市町村公害測定機器整備費補助金交付要綱
（昭和49年京都府告示第610号）

　⒃　京都府障害者共同作業所入所訓練事業費補助金交
付要綱（昭和51年京都府告示第494号）

　⒄　京都府倒産防止特別相談事業費補助金交付要綱
（昭和54年京都府告示第824号）

　⒅　身体障害者手帳交付申請用診断書料助成費補助金
交付要綱（昭和56年京都府告示第504号）

　⒆　森林組合作業班育成強化促進事業費補助金交付要
綱（昭和56年京都府告示第590号）

　⒇　森林組合等活動強化対策事業費補助金交付要綱
（昭和59年京都府告示第576号）

　㉑　地域住宅計画（ＨОＰＥ計画）策定事業費補助金
交付要綱（昭和61年京都府告示第528号）

　㉒　京都府中小企業技術高度化対策事業費補助金交付
要綱（昭和61年京都府告示第593号）

　㉓　京都府児童厚生施設等事業費補助金交付要綱（昭
和62年京都府告示第106号）

　㉔　木材需要拡大対策事業補助金交付要綱（昭和63年
京都府告示第26号）

　㉕　京都府心身障害者地域生活ホーム運営事業費補助
金交付要綱（平成３年京都府告示第355号）

　㉖　環日本海等経済交流促進事業補助金交付要綱（平
成５年京都府告示第404号）

　㉗　京都府中堅勤労者向け公共賃貸住宅制度要綱（平
成６年京都府告示第252号）

　㉘　京都府参与の所掌する事項（平成６年京都府告示
第359号）

　㉙　京都府中堅勤労者向け公共賃貸住宅制度補助金等
交付要綱（平成６年京都府告示第538号）

　㉚　京都府中小企業エネルギー環境対応推進事業費補
助金交付要綱（平成６年京都府告示第666号）

　㉛　小児慢性特定疾患治療研究事業実施要綱（平成７
年京都府告示第385号）

　㉜　鉄道駅舎エレベーター整備事業補助金交付要綱
（平成７年京都府告示第431号）

　㉝　歴史的文化財共有のための環境づくり推進事業補
助金交付要綱（平成７年京都府告示第432号）

　㉞　まちづくり施設整備資金借入金利子補給金交付要
綱（平成７年京都府告示第433号）

　㉟　林業集落排水事業推進交付金交付要綱（平成12年
京都府告示第598号）

　㊱　消防防災体制重点整備補助金交付要綱（平成13年
京都府告示第340号）

　㊲　京都府雇用の安定・創出と地域経済の活性化を図

　京都府文書規程の一部を改正する訓令（昭和30年京都
府訓令第26号）の一部を次のように改正する。
　目次、第18条第１項及び第５章の章名中「官報報告」
を「官報掲載事項」に改める。
　第35条の見出しを「（官報掲載事項）」に改め、同条中
「官報、法令全書、職員録等の発行に関する命令（昭和
24年総理府令大蔵省令第１号）により行なう官報報告に
ついて」を「官報の発行に関する内閣府令（令和６年内
閣府令第80号）第５条第７号に掲げる事項を官報に掲載
する場合に」に改める。

　　　附　則

　この訓令は、令和７年４月１日から施行する。

　告　　　　示　

京都府告示第181号

　適用対象の消滅等による関係告示の廃止に関する告示
を次のように定める。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

適用対象の消滅等による関係告示の廃止に関する
告示

　次に掲げる告示は、廃止する。
　⑴　京都府模範農村青少年クラブ表彰規程（昭和31年

京都府告示第1024号）
　⑵　京都府農業協同組合中央会事業活動促進費補助金

交付要綱（昭和35年京都府告示第678号）
　⑶　京都府中小企業者の工場および店舗の集団化なら

びに生産加工、試験研究、販売もしくは従業員の福
利厚生、技能教育施設等の共同施設の設置に伴う利
子補給金交付要綱（昭和38年京都府告示第４号）

　⑷　金融広報事業補助金交付要綱（昭和41年京都府告
示第577号）

　⑸　新技術等の研究開発費補助金交付要綱（昭和44年
京都府告示第341号）

　⑹　京都府公害防止対策低利融資制度に係る利子補給
金交付要綱（昭和46年京都府告示第414号）

　⑺　京都府林業振興対策事業補助金交付要綱（昭和46
年京都府告示第459号）

　⑻　身体障害者事業資金借入金利子補給金交付要綱
（昭和47年京都府告示第562号）

　⑼　森林施業団地共同化事業補助金交付要綱（昭和47
年京都府告示第670号）

　⑽　林分改良開発事業費補助金交付要綱（昭和48年京
都府告示第539号）
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金交付要綱（平成21年京都府告示第649号）
　�　京都府下水汚泥リサイクル研究開発推進事業費補

助金交付要綱（平成22年京都府告示第471号）
　�　京都府建設業新分野進出支援事業費補助金交付要

綱（平成23年京都府告示第４号）
　�　安心保育推進事業費補助金交付要綱（平成23年京

都府告示第６号）
　�　京都府中小事業者等エコ経営促進事業補助金交付

要綱（平成23年京都府告示第447号）
　�　平成24年８月13日からの大雨の災害に係る地域再

建被災者住宅等支援事業補助金交付要綱（平成24年
京都府告示第626号）

　�　平成25年台風第18号災害に係る地域再建被災者住
宅等支援事業補助金交付要綱（平成25年京都府告示
第561号）

　�　京都府避難施設等緊急時電力確保促進事業補助金
交付要綱（平成25年京都府告示第617号）

　�　京都府次世代下宿増築等事業費補助金交付要綱
（平成28年京都府告示第610号）

　�　京都府多様な再生可能エネルギー普及促進事業補
助金交付要綱（令和元年京都府告示第272号）

　�　京都府庁舎管理規則附則第３項に規定する知事が
別に定める本庁の庁舎及び知事が別に定める日（令
和４年京都府告示第94号）

　　　附　則

１　この告示は、令和７年３月31日から施行する。
２　この告示による廃止前のそれぞれの告示（以下「廃

止前の各告示」という。）に基づき令和６年度以前に
交付した補助金等であって、この告示の施行の際現に
廃止前の各告示の規定の適用を受けているものがある
場合における当該規定は、なおその効力を有する。

るための企業の立地促進及び育成に関する条例に基
づくインキュベート施設の指定（平成14年京都府告
示第204号）

　㊳　身体障害者福祉法、知的障害者福祉法及び児童福
祉法に基づく指定居宅支援事業者及び指定施設支援
施設の指定等に関する要綱（平成14年京都府告示第
418号）

　㊴　バイオマス利活用フロンティア推進事業費補助金
交付要綱（平成15年京都府告示第526号）

　㊵　地域自然エネルギー設備導入促進補助金交付要綱
（平成16年京都府告示第84号）

　㊶　京都府障害者相談支援ネットワーク事業費補助金
交付要綱（平成17年京都府告示第272号）

　㊷　京都府産業廃棄物発生抑制等促進事業費補助金交
付要綱（平成17年京都府告示第423号）

　㊸　京都府障害者グループホーム等開設事業費補助金
交付要綱（平成17年京都府告示第559号）

　㊹　京都府ゆめこうば支援事業費等補助金交付要綱
（平成18年京都府告示第53号）

　㊺　京都府中小企業地球温暖化対策応援事業費補助金
交付要綱（平成18年京都府告示第385号）

　㊻　環境にやさしい京都の木の家づくり支援事業交付
金交付要綱（平成18年京都府告示第504号）

　㊼　京都府まちなか商店街再生総合支援事業費補助金
交付要綱（平成19年京都府告示第299号）

　㊽　京都府障害者自立支援特別対策事業費補助金交付
要綱（平成19年京都府告示第562号）

　㊾　京都府発達障害児等早期療育支援事業費補助金交
付要綱（平成20年京都府告示第320号）

　㊿　省エネ・グリーン化推進地域エコ活動支援事業補
助金交付要綱（平成21年京都府告示第481号）

　�　京都府私立幼稚園保育料減免事業等補助金交付要
綱（平成21年京都府告示第592号）

　�　京都府福祉人材育成認証システム推進事業費補助

京都府告示第182号

　農業基盤整備事業関係補助金交付要綱（昭和42年京都府告示第11号）の一部を次のように改正し、令和７年４月１日
から施行する。

　令和７年３月31日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

　第３中「別表の１一般農業基盤整備事業の表区分欄３」を「別表の１の表の１の項」に、「あつては、」を「あつては」
に、「別表の３災害復旧事業の表区分欄３」を「別表の３の表の３の項」に改める。
　第４第２項中「前項各号」を「前項」に、「別表の１一般農業基盤整備事業の表区分欄３に掲げる調査設計に係る前
項の知事の承認を受けなければならない変更は、間接補助金額の増減をしようとするときとし、同表区分欄３」を「別
表の１の表の１の項」に改める。
　第６中「別表の１一般農業基盤整備事業の表区分欄３」を「別表の１の表の１の項」に、「あつては、」を「あつては」
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に、「別表の３災害復旧事業の表区分欄３」を「別表の３の表の３の項」に改める。
　別表の１の表中１の項及び２の項を削り、同表の３の項中「（統合整備連携対策事業にあつては、３分の１）」を削り、
同項を同表の１の項とし、同表の４の項中「山村振興法」を「振興山村（山村振興法」に、「振興山村（以下「振興山村」
という」を「山村をいう。以下同じ」に、「半島振興法」を「半島振興地域（半島振興法」に、「（以下「半島振興地域」
という」を「をいう。以下同じ」に、「過疎地域活性化特別措置法（平成２年法律第15号）第２条の過疎地域（以下「過
疎地域」という」を「過疎地域（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第19号）第２条第１
項に規定する過疎地域をいう。以下同じ」に、「特定農山村地域」を「特定農山村（特定農山村地域」に、「（以下「特
定農山村」という」を「をいう。以下同じ」に、「以下「急傾斜畑地帯」という」を「以下同じ」に、「に規定する指定
棚田地域（以下「指定棚田」という」を「の規定により指定された地域をいう。以下同じ」に改め、同項を同表の２の
項とし、同表の５の項中「⑸　急傾斜畑地帯」及び「⑹　指定棚田」を削り、同項を同表の３の項とし、同表の６の項
中「実施計画策定事業」を「実施計画等策定事業」に、「指定棚田」を「指定棚田地域」に改め、同項を同表の４の項
とし、同表の７の項中「指定棚田」を「指定棚田地域」に改め、同項を同表の５の項とし、同表の８の項中「実施計画
策定事業」を「実施計画等策定事業」に改め、同項を同表の６の項とし、同表の９の項中「計画実施策定等事業」を「計
画策定等事業」に、「指定棚田」を「指定棚田地域」に改め、同項を同表の７の項とし、同表の10の項中
「

を

「
１　農地整備事業
　⑴ 　通作条件整備

事業

２ 　水利施設等整備
事業
⑴ 　基幹水利施設

保全型事業
⑵ 　地域農業水利

施設保全型事業

３ 　地域用水環境整
備事業
⑴ 　地域用水環境

整備事業
⑵ 　歴史的施設保

全事業

　農山漁村地域整備交付金実施
要領（平成22年４月１日付け21
農振第2454号農村振興局長、生
産局長、林野庁長官及び水産庁
長官連名通知。以下この項にお
いて「実施要領」という。）の
別紙１－１の運用１の第２の３
の事業にあつては、10分の5.5
以内
　実施要領の別紙２の運用１の
第１の６又は７の事業を実施す
るものにあつては、10分の6.4
（第１の７の⑴から⑶に掲げる
事業であつて、次に該当する地
域において実施するものにあつ
ては、10分の6.9）以内

⑴　振興山村
⑵　半島振興地域
⑶　過疎地域
⑷　特定農山村
⑸　急傾斜畑地帯
⑹　指定棚田地域

　実施要領の別紙２の運用５の
第１の１又は２の事業を実施す
るものにあつては、10分の6.4
以内

」

に改め、

１　農地整備事業
⑴ 　通作条件整備

事業

２ 　水利施設等整備
事業
⑴ 　基幹水利施設

保全事業
⑵ 　地域農業水利

施設保全事業

３ 　地域用水環境整
備事業
⑴ 　地域用水環境

整備事業
⑵ 　歴史的施設保

全事業

　農山漁村地域整備交付金実施
要領（平成22年４月１日付け21
農振第2454号農村振興局長、生
産局長、林野庁長官及び水産庁
長官連名通知。以下この項にお
いて「実施要領」という。）の
別紙１－１の運用１の第２の３
の事業にあつては、10分の5.5
（次に該当する地域において実
施するものにあつては、10分の
６）以内

⑴　振興山村
⑵　半島振興地域
⑶　過疎地域
⑷　特定農山村
⑸　急傾斜畑地帯
⑹　指定棚田

　実施要領の別紙２の運用１の
第１の６又は７の事業を実施す
るものにあつては、10分の6.4
（次に該当する地域において実
施するものにあつては、10分の
6.9）以内

⑴　振興山村
⑵　半島振興地域
⑶　過疎地域
⑷　特定農山村
⑸　急傾斜畑地帯
⑹　指定棚田

　実施要領の別紙２の運用５の
第１の１又は２の事業を実施す
るものにあつては、10分の6.4
（次に該当する地域において実
施するものにあつては、10分の
6.9）以内

⑴　振興山村
⑵　半島振興地域
⑶　過疎地域
⑷　特定農山村
⑸　急傾斜畑地帯
⑹　指定棚田

」
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同項を同表の８の項とし、同表に次のように加える。

９ 水利施設
等保全高
度化事業
に要する
経費

１ 　水利施設整備事
業
⑴ 　基幹水利施設

保全型事業
⑵ 　低炭素農業水

利システム構築
型事業

⑶ 　簡易整備型事
業

２ 　実施計画策定事
業
⑴ 　施設計画策定

事業
⑵ 　機能保全計画

策定事業

　水利施設等保全高度化事業実
施要領（平成30年３月30日付け
29農振第2703号農村振興局長通
知。以下この項において「実施
要領」という。）の別紙１の第
２の６、８又は12の事業にあつ
ては、10分の6.4（第２の８又
は12に掲げる事業であつて、次
に該当する地域において実施す
るものにあつては、10分の6.9）
以内

⑴　振興山村
⑵　半島振興地域
⑶　過疎地域
⑷　特定農山村
⑸　急傾斜畑地帯
⑹　指定棚田地域

　実施要領の別紙３の第２の３
又は４の事業にあつては、定額

水利施設等保全高
度化事業実施要綱
（平成30年３月30
日 付 け29農 振 第
2702号農林水産事
務次官依命通知）
及び実施要領に掲
げる補助基準

　別表の２の表の１の項中
「
６　調査計画事業

」
を

「
６　調査計画等事業
　⑴　調査計画事業
　⑵　実施計画策定等事業

」

に改め、「。ただし、知事が

へき地と認める地域で事業を実施する場合において、市町村がその事業費の10分の７以上を負担し、又は補助するとき
（市町村以外の者に補助金を交付する場合にあつては、市町村がその事業費の10分の0.5以上を補助するとき）は、10
分の6.5以内」を削り、「令和７年度」を「農村地域防災減災事業実施要領（平成25年２月26日付け24農振第2118号農村
振興局長通達。以下この項において「実施要領」という。）第２の３に定める二次災害が予想される地区に所在する施
設に係るものであつて、令和７年度」に、「農村地域防災減災事業実施要領（平成25年２月26日付け24農振第2118号農
村振興局長通達）」を「実施要領」に改め、同表の２の項を次のように改める。
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２ 農業水路
等長寿命
化・防災
減災事業
に要する
経費

１　ため池整備事業
⑴ 　地域防災上の

リスクを除去す
るためにため池
を廃止する事業

⑵　その他の事業
２ 　用排水施設等整

備事業
３　たん水防除事業
４ 　農業用河川工作

物応急対策事業
⑴ 　事業費１億円

以上
⑵ 　事業費5,000

万円以上１億円
未満

⑶ 　事業費800万
円以上5,000万
円未満

５ 　危機管理対策事
業

６ 　実施計画策定等
事業
７ 　ため池の保全・

避難対策事業

定額。ただし、農業水路等長寿
命化・防災減災事業交付金交付
要綱（平成30年３月30日付け29
農振第2713号農林水産事務次官
依命通知。以下この項において
「交付要綱」という。）の別表
に定める額を上限とする。
10分の7.5以内
10分の６以内

10分の5.5以内

10分の8.7以内

10分の9.2以内

10分の8.2以内

10分の7.5以内。ただし、ため
池にかかるものであつて、令和
12年度までに補助事業として採
択されたものにあつては、定額。
定額。ただし、交付要綱の別表
に定める額を上限とする。
令和12年度までに補助事業とし
て採択されたものにあつては、
定額。ただし、交付要綱の別表
に定める額を上限とする。

　交付要綱、実施
要綱及び農業水路
等長寿命化・防災
減災事業実施要領
（平成30年３月30
日 付 け29農 振 第
2712号農村振興局
長通知）に掲げる
補助基準

　別表の２の表に次のように加える。

３ 農山漁村
地域整備
交付金に
要する経
費

１　ため池整備事業
２ 　用排水施設等整

備事業
３　たん水防除事業
４ 　農業用河川工作

物応急対策事業
⑴ 　事業費5,000

万円以上１億円
未満

⑵ 　事業費800万
円以上5,000万
円未満

５ 　ため池等農地災
害危機管理対策事
業
６　調査計画等事業

⑴ 　調査計画事業
⑵ 　実施計画策定

等事業

10分の7.5以内
10分の６以内

10分の5.5以内

10分の9.2以内

10分の8.2以内

10分の7.5以内

10分の7.5以内

　農山漁村地域整
備交付金実施要綱
（平成22年４月１
日 付 け21農 振 第
2453号農林水産事
務次官依命通達）
及び農山漁村地域
整備交付金実施要
領（平成22年４月
１日付け21農振第
2454号農村振興局
長、生産局長、林
野庁長官及び水産
庁長官連名通知）
に掲げる補助基準

　別表の２の表の備考を次のように改める。

　備 考　別表の２の表の１の項、２の項及び３の項に掲げる事業であつて補助額が定額である事業を除き、次に掲げる
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要件のいずれかを満たす事業については、この表に規定する補助率に10分の0.5を加えた率を補助率とする。
　　⑴　大規模事業（農村地域防災減災事業実施要領又は農山漁村地域整備交付金実施要領において定める要件を満た

す事業をいう。）である事業
　　⑵　中山間地域等（農村地域防災減災事業実施要領第２第１項に規定する中山間地域、農山漁村地域整備交付金実

施要領別紙３－２の第３の⑽に規定する中山間地域又は農業水路等長寿命化・防災減災事業交付金交付要綱別表
に規定する中山間地域等をいう。）において実施する事業であつて知事が特に必要と認めるもの

　　⑶　補助事業の区分１の７の⑵の事業であつて、緊急性が高いもの（浸水区域に防災拠点施設・緊急輸送道路があ
るもの又は周辺区域の居住者等に甚大な被害を及ぼすおそれがあるとして知事が特に必要と認めるもの）

　別表の４の表を削る。
　別表の５の表の１の項中「知事がへき地と認める地域」を「中山間地域等」に改め、同表を別表の４の表とする。
　別表の６の表を削る。
　別記第１号様式、別記第２号様式及び別記第５号様式中「、調査設計事業」を削る。

京都府告示第183号

　農業振興事業費補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

農業振興事業費補助金交付要綱の一部を改正する告示

　農業振興事業費補助金交付要綱（昭和35年京都府告示第928号）の一部を次のように改正する。
　第２条の表中７の項を削り、８の項を７の項とし、９の項を８の項とし、10の項から18の項までを削り、19の項を９
の項とし、20の項を削り、21の項を10の項とし、22の項から24の項までを11項ずつ繰り上げ、25の項を削り、26の項を
14の項とし、27の項から32の項までを12項ずつ繰り上げ、33の項を削り、34の項を21の項とし、35の項から41の項まで
を13項ずつ繰り上げ、42の項及び43の項を削り、44の項を29の項とし、45の項から51の項までを15項ずつ繰り上げ、52
の項を削り、53の項を37の項とし、同表の54の項中「）農地中間管理機構」を「以下同じ。）農地中間管理機構」に改め、
同表中同項を38の項とし、55の項を39の項とし、56の項を削り、57の項を40の項とし、58の項から60の項までを17項ず
つ繰り上げ、同表に次のように加える。

44 一般社団法人京都府
農業会議

農地利活用対策事業
に要する経費

知事が必要と
認める額

事業費総額の増減 １　事業実施主体の変更
２　事業の新設又は廃止

45 地域運営組織、自治
会又は町内会その他
の団体（農村地域再
構築推進事業に取り
組むものに限る。）

農村地域再構築推進
事業に要する経費

知事が必要と
認める額

事業費総額の２割
を超える増減

１　事業実施主体の変更
２　事業内容の変更
３　事業の新設又は廃止

　第３条第１項及び第５条第１項中「22」を「11」に改める。

　　　附　則

　この告示は、令和７年４月１日から施行する。
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京都府告示第186号

　建築士名簿閲覧規程及び建築士事務所登録簿等閲覧規
程の一部を改正する告示を次のように定める。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

建築士名簿閲覧規程及び建築士事務所登録簿等閲
覧規程の一部を改正する告示

第１条　建築士名簿閲覧規程（平成21年京都府告示第
187号）の一部を次のように改正する。

　　第１条中「規程」を「告示」に、「二級建築士名簿」
を「建築士法（昭和25年法律第202号）第６条第２項
に規定する二級建築士名簿」に、「その他」を「その
他閲覧所における」に、「事項を」を「事項について」
に改める。

第２条　建築士事務所登録簿等閲覧規程（平成21年京都
府告示第188号）の一部を次のように改正する。

　　第１条中「規程」を「告示」に、「建築士事務所登
録簿等」を「建築士法（昭和25年法律第202号）第23
条の３に規定する登録簿その他の同法第23条の９に規
定する書類」に、「その他」を「その他閲覧所における」
に、「事項を」を「事項について」に改める。

　　　附　則

　この告示は、令和７年４月１日から施行する。

教　育　委　員　会

　会計年度任用職員の給与及び勤務条件に関する規則の
一部を改正する規則をここに公布する。

京都府告示第184号

　京都府沿岸漁業振興対策事業費補助金交付要綱（昭和
35年京都府告示第777号）の一部を次のように改正し、
令和７年４月１日から施行する。

　令和７年３月31日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

　別表中「又は漁業生産組合」を「、漁業生産組合又は
漁業を営む法人（漁業協同組合及び漁業生産組合を除き、
漁業に従事する者（１年間を通じ90日以上漁業に従事す
る者に限る。）を１人以上雇用している法人に限る。）」
に改める。

京都府告示第185号

　宅地建物取引業者名簿等閲覧規程の一部を改正する告
示を次のように定める。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府知事　西　脇　　隆　俊

宅地建物取引業者名簿等閲覧規程の一部を改正す
る告示

　宅地建物取引業者名簿等閲覧規程（平成17年京都府告
示第231号）の一部を次のように改正する。
　第１条を次のように改める。
（趣旨）
第１条　この告示は、宅地建物取引業法施行規則（昭和
32年建設省令第12号）第５条第２項の規定により、宅
地建物取引業法（昭和27年法律第176号）第10条に規
定する宅地建物取引業者名簿及び特定書類又はこれら
の写し（以下「名簿等」という。）の閲覧所の場所そ
の他閲覧所における閲覧に関し必要な事項について定
めるものとする。

　　　附　則

　この告示は、令和７年４月１日から施行する。

号外250331-02KM.indd   10号外250331-02KM.indd   10 2025/03/31   14:55:212025/03/31   14:55:21



号外　第10号　令和７年３月31日　月曜日　　　

11

京  都  府  公  報

号外250331-02KM

　会計年度任用職員の給与及び勤務条件に関する規則
（令和２年京都府教育委員会規則第７号）の一部を次の
ように改正する。
　附則第２項を削り、附則第１項の項番号を削る。

　　　附　則

　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　　令和７年３月31日
京都府教育委員会　　　　　　　

教育長　前　川　　明　範　　

京都府教育委員会規則第３号

会計年度任用職員の給与及び勤務条件に関する規
則の一部を改正する規則

　京都府教育委員会の事務処理の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和７年３月31日
京都府教育委員会　　　　　　　

教育長　前　川　　明　範　　

京都府教育委員会規則第４号

京都府教育委員会の事務処理の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則

　京都府教育委員会の事務処理の特例に関する条例施行規則（平成12年京都府教育委員会規則第２号）の一部を次のよ
うに改正する。
　第２条第２項中「別表の２の項の⑶」を「別表の２の項の⑵」に改める。
　別表第２の左欄中「別表の２の項の⑶」を「別表の２の項の⑵」に改め、同表右欄を次のように改める。

１ 　職員の給与、勤務時間等に関する規則（昭和31年京都府人事委員会規則６―２）第50
条の３の規定による扶養親族届に係る事実の確認
２ 　職員の通勤手当に関する規則（昭和33年京都府人事委員会規則６―11）第４条第１項

の規定による届出に係る事実の確認及び通勤手当の額の決定
３ 　職員の住居手当に関する規則（昭和45年京都府人事委員会規則６―33）第７条第１項

の規定による届出に係る事実の確認及び住居手当の月額の決定

　　　附　則

　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　府立学校の業務に従事する現業職員の特殊勤務手当に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和７年３月31日
京都府教育委員会　　　　　　　

教育長　前　川　　明　範　　
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京都府教育委員会規則第５号

府立学校の業務に従事する現業職員の特殊勤務手当に関する規則等の一部を改正する規則

（府立学校の業務に従事する現業職員の特殊勤務手当に関する規則の一部改正）
第１条　府立学校の業務に従事する現業職員の特殊勤務手当に関する規則（昭和52年京都府教育委員会規則第９号）の

一部を次のように改正する。
　　第６条第１項中「異常な自然現象若しくは大規模な事故により重大な災害が発生した箇所又はその周辺において行

う災害応急作業等で心身に著しい負担を与えるもの（」を削り、「京都府人事委員会規則６―３」の右に「。以下「規
則」という。」を加え、「に限る。）」を削り、同条第２項を次のように改める。

　２　前項に規定する特殊勤務手当の額は、作業１日につき、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める
額とする。

　　⑴　規則第12条第２項第24号アの規定により給与条例適用職員に作業１日につき1,080円の特殊勤務手当が支給さ
れる場合に相当する作業が行われた場合　1,080円（次に掲げる場合にあつては、当該場合の区分に応じ、それ
ぞれに定める額（同一の日において次のいずれにも該当するときは、イに掲げる額）を加算した額）

　　　ア　規則第12条第２項第24号アアの規定により給与条例適用職員が行う作業に相当する作業が行われた場合　
540円

　　　イ　規則第12条第２項第24号アイの規定により給与条例適用職員が行う作業に相当する作業が行われた場合　
1,080円

　　⑵　前号以外の場合　840円（次に掲げる場合にあつては、当該場合の区分に応じ、それぞれに定める額（同一の
日において次のいずれにも該当するときは、イに掲げる額）を加算した額）

　　　ア　規則第12条第２項第24号イアの規定により給与条例適用職員が行う作業に相当する作業が行われた場合　
420円

　　　イ　規則第12条第２項第24号イイの規定により給与条例適用職員が行う作業に相当する作業が行われた場合　
840円

（技能労務職員の給与等に関する規則の一部改正）
第２条　技能労務職員の給与等に関する規則（平成19年京都府教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。
　　第４条第６項中「83号給」を「75号給」に改める。
　　別表第１を次のように改める。
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別表第１（第３条関係）
技能労務職給料表
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　　別表第４及び別表第５を次のように改める。
別表第４（第４条関係）

昇格時号給対応表
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別表第５（第４条関係）
降格時号給対応表
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（技能労務職員の給与等に関する規則の一部を改正する規則の一部改正）
第３条　技能労務職員の給与等に関する規則の一部を改正する規則（平成26年京都府教育委員会規則第７号）の一部を

次のように改正する。
　　附則第７項中「の号給」の右に「（号給の切替えがあったときは、切替前の号給に対応する切替後の号給）」を加える。

　　　附　則

１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
２　令和７年４月１日（以下「切替日」という。）の前日において技能労務職員の給与等に関する規則別表第１の給料

表の適用を受けていた職員であって同日においてその者が属していた職務の級が附則別表に掲げられている職務の級
であった者の切替日における号給は、切替日の前日においてその者が属していた職務の級及び同日においてその者が
受けていた号給（同表において「旧号給」という。）に応じて同表に定める号給とする。

附則別表（附則第２項関係）
号給の切替表
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「
㉒ 　満15歳に達する

日以後の最初の３
月31日までの間に
ある子、満18歳に
達する日以後の最
初の３月31日まで
の間にある障害の
ある子又は特別支
援学校（高等部専
攻科を除く。）に
在籍する子（いず
れも配偶者の子を
含む。）を養育す
る職員が次に掲げ
る行為を行う場合
ア 　当該子の看護
イ 　当該子が受け

る予防接種又は
健康診断への付
添い

ウ 　当該子が在籍
し、又は在籍す
ることとなる学
校等が実施する
行事への出席

　次に掲げる場合で勤務しないこ
とが相当と認められるときである。
⑴ 　負傷、疾病による治療、療養

中の子の看病及び通院等の世話
を行う場合

⑵ 　子が受ける予防接種又は健康
診断に付き添う場合

⑶ 　子が在籍し、又は在籍するこ
ととなる学校等の授業参観その
他これに準ずる行事に出席する
場合

」
を

京都府教育委員会教育長訓令第１号

本　　　　　　　　　庁　　
地　 　方　 　機　 　関　　
府　 　立　 　学　 　校　　
京都府総合教育センター　　
京 都 府 立 図 書 館　　
京 都 府 立 郷 土 資 料 館　　

　京都府教育委員会地方機関等処務規程等の一部を改正
する訓令を次のように定める。

　　令和７年３月31日
京都府教育委員会　　　　　　　

教育長　前　川　　明　範　　

京都府教育委員会地方機関等処務規程等の一部を
改正する訓令

（京都府教育委員会地方機関等処務規程及び京都府教育
庁職員服務規程の一部改正）
第１条　次に掲げる訓令の規定中
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「

を

⒄ 　満15歳に達
する日以後の
最初の３月31
日までの間に
ある子、満18
歳に達する日
以後の最初の
３月31日まで
の間にある障
害のある子又
は特別支援学
校（高等部専
攻科を除く。）
に在籍する子
（いずれも配
偶者の子を含
む。） を 養 育
する職員が次
に掲げる行為
を行う場合
ア 　当該子の

看護
イ 　当該子が

受ける予防
接種又は健
康診断への
付添い

ウ 　当該子が
在籍し、又
は在籍する
こととなる
学校等が実
施する行事
への出席

　次に掲げる場合
で勤務しないこと
が相当と認められ
るときである。
⑴ 　負傷、疾病に

よる治療、療養
中の子の看病及
び通院等の世話
を行う場合

⑵ 　子が受ける予
防接種又は健康
診断に付き添う
場合

⑶ 　子が在籍し、
又は在籍するこ
ととなる学校等
の授業参観その
他これに準ずる
行事に出席する
場合

」

「
㉒ 　満15歳に達する

日以後の最初の３
月31日までの間に
ある子、満18歳に
達する日以後の最
初の３月31日まで
の間にある障害の
ある子又は特別支
援学校（高等部専
攻科を除く。）に
在籍する子（いず
れも配偶者の子を
含む。）を養育す
る職員が次に掲げ
る行為を行う場合
ア 　当該子の看護
イ 　当該子が受け

る予防接種又は
健康診断への付
添い

ウ 　当該子（満９
歳に達する日以
後の最初の３月
31日までの間に
ある子に限る。）
が在籍する学校
の休業（学校保
健安全法（昭和
33年 法 律 第56
号）第20条に規
定する休業をい
う。）その他こ
れに準じるもの
として人事委員
会が定める事由
に伴う当該子の
世話

エ 　当該子が在籍
し、又は在籍す
ることとなる学
校等が実施する
行事への出席

　次に掲げる場合で勤務しないこ
とが相当と認められるときである。
⑴ 　負傷、疾病による治療、療養

中の子の看病及び通院等の世話
を行う場合

⑵ 　子が受ける予防接種又は健康
診断に付き添う場合

⑶ 　インフルエンザ等による学校
等の臨時休業（学校等の全部又
は一部の休業）及び台風等によ
る休校のため子の世話を行う場
合

⑷ 　子が在籍し、又は在籍するこ
ととなる学校等の授業参観その
他これに準ずる行事に出席する
場合

」
に改める。
　⑴　京都府教育委員会地方機関等処務規程（昭和34年

京都府教育委員会教育長訓令第２号）別表第１特別
休暇の項

　⑵　京都府教育庁職員服務規程（昭和53年京都府教育
委員会教育長訓令第１号）別表特別休暇の項

（京都府立学校職員服務規程の一部改正）
第２条　京都府立学校職員服務規程（平成２年京都府教

育委員会教育長訓令第１号）別表の２の表⒄の項中
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　　　附　則

　この訓令は、令和７年４月１日から施行する。

京都府教育委員会教育長訓令第２号

教育機関　　

　教育長の権限に属する事務の一部を教育機関の長に委
任する訓令の一部を改正する訓令を次のように定める。

　　令和７年３月31日
京都府教育委員会　　　　　　　

教育長　前　川　　明　範　　

教育長の権限に属する事務の一部を教育機関の長
に委任する訓令の一部を改正する訓令

　教育長の権限に属する事務の一部を教育機関の長に委
任する訓令（昭和59年京都府教育委員会教育長訓令第５
号）の一部を次のように改正する。
　第４条第１号中「及び第12条」を削る。

　　　附　則

　この訓令は、令和７年４月１日から施行する。

人　事　委　員　会

　職員の定年引上げ等に伴う関係人事委員会規則の整備
に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　辻　　　　幸　子

京都府人事委員会規則101―24

職員の定年引上げ等に伴う関係人事委員会規則の
整備に関する規則の一部を改正する規則

　職員の定年引上げ等に伴う関係人事委員会規則の整備
に関する規則（京都府人事委員会規則１―６）の一部を
次のように改正する。
　附則第２項第５号及び第６号中「第９条第３項」を「第
９条第２項」に改める。
　附則第３項中「第55条の２第２項及び第３項」を「第

「

に改める。

⒄ 　満15歳に達
する日以後の
最初の３月31
日までの間に
ある子、満18
歳に達する日
以後の最初の
３月31日まで
の間にある障
害のある子又
は特別支援学
校（高等部専
攻科を除く。）
に在籍する子
（いずれも配
偶者の子を含
む。） を 養 育
する職員が次
に掲げる行為
を行う場合
ア 　当該子の

看護
イ 　当該子が

受ける予防
接種又は健
康診断への
付添い

ウ 　 当 該 子
（満９歳に
達する日以
後の最初の
３月31日ま
での間にあ
る 子 に 限
る。） が 在
籍する学校
の休業（学
校保健安全
法（昭和33
年法律第56
号）第20条
に規定する
休 業 を い
う。） そ の
他これに準
じるものと
して人事委
員会が定め
る事由に伴
う当該子の
世話

エ 　当該子が
在籍し、又
は在籍する
こととなる
学校等が実
施する行事
への出席

　次に掲げる場
合で勤務しない
ことが相当と認
められるときで
ある。
⑴ 　 負 傷、 疾 病

に よ る 治 療、
療 養 中 の 子 の
看 病 及 び 通 院
等 の 世 話 を 行
う場合

⑵ 　 子 が 受 け る
予 防 接 種 又 は
健 康 診 断 に 付
き添う場合

⑶ 　 イ ン フ ル エ
ン ザ 等 に よ る
学 校 等 の 臨 時
休 業（ 学 校 等
の 全 部 又 は 一
部 の 休 業 ） 及
び 台 風 等 に よ
る 休 校 の た め
子 の 世 話 を 行
う場合

⑷ 　子が在籍し、
又 は 在 籍 す る
こ と と な る 学
校 等 の 授 業 参
観 そ の 他 こ れ
に 準 ず る 行 事
に 出 席 す る 場
合

」
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　　令和７年３月31日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　辻　　　　幸　子

京都府人事委員会規則104―52

一般職の任期付研究員及び任期付職員の採用等に
関する規則の一部を改正する規則

　一般職の任期付研究員及び任期付職員の採用等に関す
る規則（京都府人事委員会規則４―11）の一部を次のよ
うに改正する。
　第５条の見出し中「及び特定任期付職員業績手当」を
削り、同条第２項を削る。
　第６条第２項を削る。

　　　附　則

　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

55条の３」に改める。
　附則第10項及び第11項を削り、附則第12項を附則第10
項とし、附則第13項を附則第11項とし、附則第14項を附
則第12項とする。
　附則第15項から第17項までを削り、附則第18項を附則
第13項とし、附則第19項を附則第14項とする。
　附則第20項中「第９条第３項」を「第９条第２項」に
改め、同項を附則第15項とする。

　　　附　則

　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　一般職の任期付研究員及び任期付職員の採用等に関す
る規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　職員の給与、勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　辻　　　　幸　子

京都府人事委員会規則106―834

職員の給与、勤務時間等に関する規則の一部を改正する規則

　職員の給与、勤務時間等に関する規則（京都府人事委員会規則６―２）の一部を次のように改正する。
　第36条の見出し並びに同条第１号、第４号及び第７号中「以上」を削る。
　第36条の次に次の１条を加える。
（行政職給料表の８級以上の職員に相当する職員）
第36条の２　条例第６条第３項第２号の人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。
　⑴　公安職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が９級であるもの
　⑵　医療職給料表⑴の適用を受ける職員でその職務の級が４級であるもの
　⑶　研究職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が５級であるもの
　第37条第１項第１号中「７級以上」を「７級」に、「前条各号」を「第36条各号」に改め、同条第２項中「次条に規
定する年齢に達した」を「条例第６条第３項各号に掲げる」に、「条例第６条第３項」を「同条第３項」に改める。
　第38条中「第６条第３項」を「第６条第３項第１号」に改める。
　第41条の２中「降号した日の前日に受けていた号給より２号給下位の号給（当該受けていた号給が職員の属する職務
の級の最低の号給の直近上位の号給である場合にあつては、当該最低の号給）」を「次の各号に掲げる職員の区分に応じ、
当該各号に定める号給」に改め、同条に次の２号を加える。
　⑴　次号に掲げる職員以外の職員　降号した日の前日に受けていた号給より２号給下位の号給（当該受けていた号給

が職員の属する職務の級の最低の号給の直近上位の号給である場合にあつては、当該最低の号給）
　⑵　行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が８級以上であるもの及び第36条の２各号に掲げる職員　降号

した日の前日に受けていた号給より１号給下位の号給
　第50条の２の次に次の２条を加える。
（届出）
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第50条の３　新たに条例第11条第１項の職員たる要件を具備するに至つた職員は、人事委員会が定める様式の扶養親族
届により、その旨を速やかに任命権者に届け出なければならない。扶養手当を受けている職員の届出に係る扶養親族
の恒常的な所得の年間の見込額その他の扶養の事実等に変更があつた場合についても、同様とする。
２　前項の規定にかかわらず、任命権者において扶養の事実等を認定することができる場合として人事委員会が定める

場合には、同項の規定による届出を要しない。
（支給の始期及び終期）
第50条の４　扶養手当の支給は、職員が新たに条例第11条第１項の職員たる要件を具備するに至つた日の属する月の翌

月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から開始し、職員が同項に規定する要件を欠くに至つた日
（人事委員会が定める場合にあつては、当該要件を欠くに至つた日以降の日で人事委員会が定める日）の属する月（そ
の日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）をもつて終わる。ただし、扶養手当の支給の開始について
は、前条第１項の規定による届出が、これに係る事実の生じた日から15日を経過した後にされたときは、その届出を
受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から行うものとする。
２　扶養手当を受けている職員にその月額を変更すべき事実が生じたときは、その事実の生じた日の属する月の翌月

（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）からその支給額を改定する。前項ただし書の規定は、扶養手
当の月額を増額して改定する場合について準用する。

　第55条の２第１項中「第16条の２第３項第１号」を「第16条の２第３項」に改め、「勤務は、」の右に「同条第１項の」
を加え、同条第２項を次のように改める。
２　条例第16条の２第３項の人事委員会規則で定める職員は、一般職の任期付研究員及び任期付職員の採用等に関する

条例（平成14年京都府条例第45号。以下「任期付条例」という。）第３条第２項の規定により任期を定めて採用され
た職員（次条において「特定任期付職員」という。）のうち人事委員会が認めるものとする。

　第55条の２第３項から第５項までを削る。
　第55条の３中「前条第２項及び第３項」を「第55条の３」に、「同条第２項第１号及び第３項第１号」を「同条第１
項第１号及び第２項第１号」に改め、同条を第55条の６とし、第55条の２の次に次の３条を加える。
第55条の３　条例第16条の２第３項第１号アの人事委員会規則で定める額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当

該各号に定める額とする。
　⑴　次号に掲げる職員以外の管理職員（管理職手当規則別表第１に掲げる職を占める職員をいう。以下この条におい

て同じ。）　次に掲げる当該管理職員の占める職に係る管理職手当の区分に応じ、それぞれ次に定める額
　　ア　１種　12,000円
　　イ　２種　11,000円
　　ウ　３種　10,000円
　　エ　４種　9,000円
　　オ　５種　8,000円
　　カ　６種　7,000円
　　キ　７種及び８種　6,000円
　　ク　９種　4,000円
　⑵　定年前再任用短時間勤務職員である管理職員　次に掲げる当該管理職員の占める職に係る管理職手当の区分に応

じ、それぞれ次に定める額
　　ア　１種　11,000円
　　イ　２種　10,000円
　　ウ　３種　9,000円
　　エ　４種　8,000円
　　オ　５種　7,000円
　　カ　６種　6,000円
　　キ　７種及び８種　5,000円
　　ク　９種　3,000円
　⑶　任期付条例第３条第１項第１号の規定により任期を定めて採用された職員　次に掲げる当該職員が受ける任期付

条例別表第１に定める第１号任期付研究員給料表の号給又は給料月額に応じ、それぞれ次に定める額
　　ア　６号給及び任期付条例第５条第４項の規定による給料月額（同項の給料月額について同条第５項の規定を適用

する場合を含む。）　12,000円
　　イ　４号給及び５号給　10,000円
　　ウ　２号給及び３号給　8,000円
　　エ　１号給　6,000円
　⑷　特定任期付職員　次に掲げる当該職員が受ける任期付条例別表第３に定める特定任期付職員給料表の号給又は給
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料月額に応じ、それぞれ次に定める額
　　ア　６号給及び７号給並びに任期付条例第５条第４項の規定による給料月額（同項の給料月額について同条第５項

の規定を適用する場合を含む。）　12,000円
　　イ　５号給　10,000円
　　ウ　２号給から４号給まで　8,000円
　　エ　１号給　6,000円
２　条例第16条の２第３項第２号の人事委員会規則で定める額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。
　⑴　次号に掲げる職員以外の管理職員　次に掲げる当該管理職員の占める職に係る管理職手当の区分に応じ、それぞ

れ次に定める額
　　ア　１種　6,000円
　　イ　２種　5,500円
　　ウ　３種　5,000円
　　エ　４種　4,500円
　　オ　５種　4,000円
　　カ　６種　3,500円
　　キ　７種及び８種　3,000円
　　ク　９種　2,000円
　⑵　定年前再任用短時間勤務職員である管理職員　次に掲げる当該管理職員の占める職に係る管理職手当の区分に応

じ、それぞれ次に定める額
　　ア　１種　5,500円
　　イ　２種　5,000円
　　ウ　３種　4,500円
　　エ　４種　4,000円
　　オ　５種　3,500円
　　カ　６種　3,000円
　　キ　７種及び８種　2,500円
　　ク　９種　1,500円
　⑶　任期付条例第３条第１項第１号の規定により任期を定めて採用された職員　次に掲げる当該職員が受ける任期付

条例別表第１に定める第１号任期付研究員給料表の号給又は給料月額に応じ、それぞれ次に定める額
　　ア　６号給及び任期付条例第５条第４項の規定による給料月額（同項の給料月額について同条第５項の規定を適用

する場合を含む。）　6,000円
　　イ　４号給及び５号給　5,000円
　　ウ　２号給及び３号給　4,000円
　　エ　１号給　3,000円
　⑷　特定任期付職員　次に掲げる当該職員が受ける任期付条例別表第３に定める特定任期付職員給料表の号給又は給

料月額に応じ、それぞれ次に定める額
　　ア　６号給及び７号給並びに任期付条例第５条第４項の規定による給料月額（同項の給料月額について同条第５項

の規定を適用する場合を含む。）　6,000円
　　イ　５号給　5,000円
　　ウ　２号給から４号給まで　4,000円
　　エ　１号給　3,000円
第55条の４　次に掲げる場合には、条例第16条の２第２項の規定による管理職員特別勤務手当を支給しない。この場合

において、職員がした同項の勤務は、同条第１項の勤務とみなす。
　⑴　条例第16条の２第１項の勤務をした後、引き続いて同条第２項の勤務をした場合
　⑵　条例第16条の２第２項の勤務をした後、引き続いて同条第１項の勤務をした場合
第55条の５　管理職員特別勤務手当は、時間外勤務手当等の支給方法に準じて支給する。
　第60条第８項第１号ア中「イ」を「イ及びウ」に改め、同号に次のように加える。
　　ウ　任期付条例別表第３に定める特定任期付職員給料表の適用を受ける職員　100分の175
　別表第８及び別表第８の２を次のように改める。
別表第８　昇格時号給対応表（第24条関係）
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　１　行政職給料表昇格時号給対応表
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　２　公安職給料表昇格時号給対応表
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　３　教育職給料表⑵昇格時号給対応表
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　４　教育職給料表⑶昇格時号給対応表
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　５　医療職給料表⑴昇格時号給対応表
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　６　医療職給料表⑵昇格時号給対応表
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　７　医療職給料表⑶昇格時号給対応表
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　８　研究職給料表昇格時号給対応表
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別表第８の２　降格時号給対応表（第25条関係）
　１　行政職給料表降格時号給対応表
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　２　公安職給料表降格時号給対応表
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　３　教育職給料表⑵降格時号給対応表
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　４　教育職給料表⑶降格時号給対応表
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　５　医療職給料表⑴降格時号給対応表
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　６　医療職給料表⑵降格時号給対応表
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　７　医療職給料表⑶降格時号給対応表
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　８　研究職給料表降格時号給対応表
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　第３条に次の１号を加える。
　⑶　第15条第１項第３号又は第４号の職員たる要件を

欠くに至つた場合
　第４条第１項中「提示」を「提示又は第15条第１項第
３号若しくは第４号の職員たる要件を具備していること
を証明する書類の提出」に改める。
　第６条中「新幹線鉄道等」を「条例第13条第３項に規
定する新幹線鉄道等（以下「新幹線鉄道等」という。）」
に改める。
　第８条第１項中「運賃等相当額（以下」を「運賃等相
当額（次項並びに第８条の３第１号及び第２号において」
に改める。
　第８条の３第２号中「支給単位期間」を「その支給単

　職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規則を
ここに公布する。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　辻　　　　幸　子

京都府人事委員会規則106―835

職員の通勤手当に関する規則の一部を改正する規
則

　職員の通勤手当に関する規則（京都府人事委員会規則
６―11）の一部を次のように改正する。

　別表第16の17の項中
「

⑶ 　当該子が在籍し、又は在籍することと
なる学校等が実施する行事への出席

」
を

「
⑶ 　当該子（満９歳に達する日以後の最初

の３月31日までの間にある子に限る。）
が在籍する学校の休業（学校保健安全法
（昭和33年法律第56号）第20条に規定す
る休業をいう。）その他これに準じるも
のとして人事委員会が定める事由に伴う
当該子の世話

⑷ 　当該子が在籍し、又は在籍することと
なる学校等が実施する行事への出席

」

に

改める。

　　　附　則

（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
（切替日における昇格又は降格した職員の号給の特例）
２　令和７年４月１日（以下この項において「切替日」という。）に昇格又は降格（以下この項において「昇格等」という。）

をした職員については、当該昇格等がないものとした場合にその者が切替日に受けることとなる号給を切替日の前日
に受けていたものとみなして改正後の規則第24条又は第25条の２の規定を適用する。

（令和７年改正条例附則第４項の規定が適用される間の読替え）
３　令和７年４月１日から令和８年３月31日までの間は、第49条の４中「条例第11条第１項の」とあるのは「職員の給

与等に関する条例等の一部を改正する条例（令和７年京都府条例第３号）附則第４項の規定により読み替えられた条
例（以下「読替え後の条例」という。）第11条第１項に規定する職務の級が行政職給料表の９級以上に相当する職員
として」と、第50条第１項及び第50条の２中「条例」とあるのは「読替え後の条例」と、第50条の３第１項中「新た
に条例」とあるのは「新たに読替え後の条例」と、第50条の４第１項中「条例」とあるのは「読替え後の条例」とする。

（行政職給料表の８級以上の職員に相当する職員）
４　職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（令和７年京都府条例第３号）附則第４項の規定により読み替

えられた条例第11条第１項に規定する職務の級が行政職給料表の８級以上に相当する職員として人事委員会規則で定
める職員は、第49条の４及び第50条の２に規定する職員とする。

（雑則）
５　附則第２項から前項に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、人事委員会が定める。
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げるもの
　　ア　条例第13条第４項に規定する直前の住居から通

勤する場合に利用する新幹線鉄道等に係る経路の
起点となる駅等（イにおいて「旧最寄り駅等」と
いう。）と、当該転居後の住居から通勤する場合
に利用する新幹線鉄道等に係る経路の起点となる
駅等（イにおいて「新最寄り駅等」という。）とが、
新幹線鉄道等に係る経路において隣接している場
合における当該転居後の住居

　　イ　アに掲げるもののほか、旧最寄り駅等と新最寄
り駅等との間の新幹線鉄道等に係る経路の距離が
60キロメートルの範囲内にある場合における当該
転居後の住居

　⑶　前２号に掲げる住居のほか、人事委員会がこれら
に準じる住居であると認めるもの

　第14条を第13条とし、第15条中「第13条第５項」を「第
13条第４項」に、「通常の通勤の経路及び方法による場
合には当該適用前の通勤時間より長時間の通勤時間を要
することとなること等の通勤の実情の」を「通勤の実情
に」に改め、「あるもの」の右に「（新幹線鉄道等の利用
により通勤事情の改善が認められるものに限る。）」を加
え、同条を第14条とする。
　第16条中「第13条第５項の同条第４項」を「第13条第
４項の同条第３項」に改め、「次に掲げる職員」の右に
「（新幹線鉄道等の利用により通勤事情の改善が認めら
れるものに限る。）」を加え、同条第１号中「職員で」の
右に「、当該事由の発生に伴い」を加え、「当該事由の
発生の日以後に転居する場合において、新幹線鉄道等を
通勤のため利用する経路に変更が生じないときの当該転
居後の住居及び人事委員会がこれに準じると認める住
居」を「特定住居」に改め、「でその利用が第12条に規
定する基準に照らして通勤事情の改善に相当程度資する
ものであると認められるもの」を削り、「通常の通勤の
経路及び方法による場合には当該事由の発生前の通勤時
間より長時間の通勤時間を要することとなること等の通
勤の実情の」を「通勤の実情に」に改め、同号アを次の
ように改める。
　　ア　新たに給料表の適用を受ける職員となつたこと。
　第16条第２号中「配偶者（」の右に「届出をしないが
事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この
項において同じ。）（」を加え、「当該住居」を「当該転
居後の住居（特定住居を含む。）」に改め、「でその利用
が第12条に規定する基準に照らして通勤事情の改善に相
当程度資するものであると認められるもの」を削り、同
条第３号中「第13条第４項」を「第13条第３項」に改め、
同条中同号を第５号とし、第２号の次に次の２号を加え
る。
　⑶　職員又は配偶者の公署を異にする異動又は在勤す

る公署の移転（配偶者が職員でない場合にあつて
は、これらに相当するものを含む。）に伴い、配偶
者と同居して満18歳に達する日以後の最初の３月31
日までの間にある子を養育するため、職員及び配偶
者の通勤を考慮した地域の住居に転居した職員で、

位期間」に改め、「額（」の右に「普通交通機関等が２
以上ある場合においては、その合計額。」を加える。
　第10条中「第13条第４項」を「第13条第３項」に、「通
常の通勤の経路及び方法による場合には公署を異にする
異動又は在勤する公署の移転前の通勤時間より長時間の
通勤時間を要することとなること等の通勤の実情の」を
「通勤の実情に」に改め、「あるもの」の右に「（新幹線
鉄道等の利用により通勤事情の改善が認められるものに
限る。）」を加える。
　第11条中「第13条第４項」を「第13条第３項」に、「場
合において、新幹線鉄道等を通勤のため利用する経路に
変更が生じないときの当該転居後の住居及び人事委員会
がこれに準じると認める」を「場合における次に掲げる」
に改め、同条に次の３号を加える。
　⑴　通勤のため利用する新幹線鉄道等に係る経路に変

更が生じないときの当該転居後の住居
　⑵　通勤のため利用する新幹線鉄道等に係る経路に変

更が生じるときの当該転居後の住居であつて次に掲
げるもの

　　ア　条例第13条第３項に規定する直前の住居から通
勤する場合に利用する新幹線鉄道等に係る経路の
起点となる駅等（イにおいて「旧最寄り駅等」と
いう。）と、当該転居後の住居から通勤する場合
に利用する新幹線鉄道等に係る経路の起点となる
駅等（イにおいて「新最寄り駅等」という。）とが、
新幹線鉄道等に係る経路において隣接している場
合における当該転居後の住居

　　イ　アに掲げるもののほか、旧最寄り駅等と新最寄
り駅等との間の新幹線鉄道等に係る経路の距離が
60キロメートルの範囲内にある場合における当該
転居後の住居

　⑶　前２号に掲げる住居のほか、人事委員会がこれら
に準じる住居であると認めるもの

　第12条を削り、第13条の見出し中「新幹線鉄道等」の
右に「の利用に係る特別料金等」を加え、同条第１項及
び第２項中「新幹線鉄道等に」を「新幹線鉄道等の利用
に係る特別料金等に」に改め、同条第３項中「第13条第
４項第１号」を「第13条第３項第１号」に、「特別料金
等の額に相当する額（以下」を「特別料金等相当額（第
16条第４項において」に改め、「同項第１号」の右に「及
び第２号」を加え、「「普通交通機関等」とあるのは「新
幹線鉄道等」と、」を削り、「運賃等の」を「運賃等」に、
「特別料金等の額に相当する」を「特別料金等」に改め、
同条を第12条とする。
　第14条中「第13条第５項」を「第13条第４項」に、「お
いて、新幹線鉄道等を通勤のため利用する経路に変更が
生じないときの当該転居後の住居及び人事委員会がこれ
に準じると認める」を「おける次に掲げる」に改め、同
条に次の３号を加える。
　⑴　通勤のため利用する新幹線鉄道等に係る経路に変

更が生じないときの当該転居後の住居
　⑵　通勤のため利用する新幹線鉄道等に係る経路に変

更が生じるときの当該転居後の住居であつて次に掲
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（第８条の３第３号に掲げる職員に係る者を除く。）、
条例第13条第２項第２号に定める額（第８条の３第２
号に掲げる職員に係るものを除く。）及び特別料金等
相当額をその支給単位期間の月額で除して得た額（新
幹線鉄道等が２以上ある場合においては、その合計
額）の合計額（第17条の２第２項において「１箇月当
たりの通勤手当算出基礎額」という。）が15万円を超
えるときにおける通勤手当については、その者の当該
通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位
期間に係る最初の月に支給する。

　第16条の２を第16条とし、第17条の２第２項中「普通
交通機関等に係る通勤手当に係る」を削り、同項第１号
中「運賃等相当（第８条の３第１号に掲げる職員にあつ
ては、１箇月当たりの運賃等相当額及び条例第13条第２
項第２号に定める額の合計額。以下この項において同
じ。）が６万円」を「通勤手当算出基礎額が15万円」に、
「普通交通機関等（」を「普通交通機関等又は新幹線鉄
道等（」に、「運賃等相当額が６万円」を「通勤手当算
出基礎額が15万円」に、「すべての普通交通機関等」を「全
ての普通交通機関等及び新幹線鉄道等」に、「定期券の
運賃等」を「定期券の運賃等及び特別料金等」に改め、
同項第２号を次のように改める。
　⑵　１箇月当たりの通勤手当算出基礎額が15万円を超

えていた場合　15万円に事由発生月の翌月から支給
単位期間等に係る最後の月までの月数を乗じて得た
額又は前項各号に掲げる事由に係る普通交通機関等
及び新幹線鉄道等についての払戻金相当額の合計額
並びに人事委員会の定める額の合計額のいずれか低
い額（事由発生月が支給単位期間に係る最後の月で
ある場合にあつては、零）

　第17条の２第３項を削り、同条第４項中「前２項」を
「前項」に改め、同項を同条第３項とする。
　第17条の３第１項第１号ただし書中「、新幹線鉄道等」
を「、新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等」に、「当
該新幹線鉄道等」を「当該新幹線鉄道等の利用に係る特
別料金等」に改める。

　　　附　則

（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
（施行日前から引き続き支給されている通勤手当に関す
る経過措置）
２　この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前

から引き続き職員（職員の給与等に関する条例等の一
部を改正する条例（令和７年京都府条例第３号）第１
条の規定による改正前の条例（以下この項において「改
正前の条例」という。）第13条第２項第１号に規定す
る額を支給単位期間（同条第７項に規定する支給単位
期間をいう。以下この項及び次項において同じ。）の
月数で除して得た額（この規則による改正前の職員の
通勤手当に関する規則（以下この項において「改正前
の規則」という。）第８条の３第３号に掲げる職員に

当該転居後の住居（当該転居の日以後に当該地域へ
転居する場合における当該日以後の転居後の住居を
含む。）からの通勤のため、新幹線鉄道等を利用し、
その利用に係る特別料金等を負担することを常例と
するもの（新幹線鉄道等を利用しないで通勤するも
のとした場合における通勤距離が60キロメートル以
上又は通勤時間が90分以上であり、かつ、当該子の
養育を行つているものに限る。）

　⑷　条例第37条の２第３項に規定する要介護者の介護
に伴い転居した職員で、当該転居後の住居からの通
勤のため、新幹線鉄道等を利用し、その利用に係る
特別料金等を負担することを常例とするもの（新幹
線鉄道等を利用しないで通勤するものとした場合に
おける通勤距離が60キロメートル以上又は通勤時間
が90分以上あり、かつ、当該要介護者の介護を行つ
ているものに限る。）

　第16条に次の１項を加える。
２　前項第１号及び第２号において「特定住居」とは、

同項第１号に掲げる事由の発生又は同項第２号に規定
する転居（以下この項において「事由の発生等」とい
う。）の日以後に転居する場合における当該事由の発
生等の日以後の転居後の住居（以下この項において「転
居後の住居」という。）であつて次に掲げるものをいう。

　⑴　通勤のため利用する新幹線鉄道等に係る経路に変
更が生じないときの当該転居後の住居

　⑵　通勤のため利用する新幹線鉄道等に係る経路に変
更が生じたときの当該転居後の住居であつて次に掲
げるもの

　　ア　当該事由の発生等の直前の住居から通勤する場
合に利用する新幹線鉄道等に係る経路の起点とな
る駅等（イにおいて「旧最寄り駅等」という。）と、
当該転居後の住居から通勤する場合に利用する新
幹線鉄道等に係る経路の起点となる駅等（イにお
いて「新最寄り駅等」という。）とが、新幹線鉄
道等に係る経路において隣接している場合におけ
る当該転居後の住居

　　イ　アに掲げるもののほか、旧最寄り駅等と新最寄
り駅等との間の新幹線鉄道等に係る経路の距離が
60キロメートルの範囲内にある場合における当該
転居後の住居

　⑶　前２号に掲げる住居のほか、人事委員会がこれら
に準じる住居であると認めるもの

　第16条を第15条とし、第16条の２第１項中「第４項各
号に掲げる」を「第４項に規定する」に、「同項各号」
を「同項」に、「第17条の２」を「第17条の２第２項第
２号」に改め、同条第２項中「離職」の右に「（職員が
離職の日又はその翌日（当該翌日が京都府の休日を定め
る条例（平成元年京都府条例第４号）第１条第１項に規
定する府の休日に当たるときは、当該翌日後において当
該翌日に最も近い府の休日でない日を含む。）に新たに
給料表の適用を受けることとなる場合の離職を除く。以
下同じ。）をし」を加え、同条第４項を次のように改める。
４　前項に掲げるもののほか、１箇月当たりの運賃等
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　職員の住居手当に関する規則の一部を改正する規則を
ここに公布する。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　辻　　　　幸　子

京都府人事委員会規則106―836

職員の住居手当に関する規則の一部を改正する規
則

　職員の住居手当に関する規則（京都府人事委員会規則
６―33）の一部を次のように改正する。
　第１条中「第12条の６」を「第12条の５」に改める。
　第２条第１項中「第12条の６第１項第１号」を「第12
条の５第１項第１号」に、同条第２項中「第12条の６第
１項第２号」を「第12条の５第１項第２号」に、同条第
３項中「第12条の６第１項第１号」を「第12条の５第１
項第１号」に、同条第４項中「第12条の６第１項第２号」
を「第12条の５第１項第２号」に改める。
　第３条中「第12条の６」を「第12条の５」に改める。
　第４条及び第５条中「第12条の６第１項第１号」を「第
12条の５第１項第１号」に改める。
　第５条の２中「第12条の６第１項第２号」を「第12条
の５第１項第２号」に改める。
　第５条の３第１項中「第12条の６第１項第２号」を「第
12条の５第１項第２号」に改め、同項第１号中「（地方
公務員法（昭和25年法律第261号）第22条の４第３項に
規定する定年前再任用短時間勤務職員を除く。）」を削り、
「職員以外の地方公務員等であつた者から引き続き」を
「新たに」に改める。
　第６条第１項中「第12条の６第１項各号」を「第12条
の５第１項各号」に改め、同条に次の１項を加える。
４　第１項の規定にかかわらず、任命権者において居住

の実情を認定することができる場合として人事委員会
が定める場合には、同項の規定による届出を要しない。

　第７条第１項中「第12条の６第１項各号」を「第12条
の５第１項各号」に改め、「ならない。」の右に「前条第
４項に規定する場合においても、同様とする。」を加える。
　第９条第１項中「第12条の６第１項各号」を「第12条
の５第１項各号」に改め、「欠くに至つた日」の右に「（人
事委員会が定める場合にあつては、当該要件を欠くに至
つた日以降の日で人事委員会が定める日）」を加える。
　第11条中「第12条の６第１項各号」を「第12条の５第
１項各号」に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

係るものを除き、２以上の普通交通機関等（改正前の
規則第６条に規定する普通交通機関等をいう。第１号
において同じ。）を利用するものとして通勤手当を支
給される場合にあっては、その合計額。以下この項に
おいて「改正前の１箇月当たりの運賃等相当額」とい
う。）、同項第２号に規定する額（改正前の規則第８条
の３第２号に掲げる職員に係るものを除く。以下この
項において「改正前の自動車等の利用に係る額」とい
う。）及び改正前の条例第13条第４項第１号に規定す
る特別料金等の額をその支給単位期間の月数で除して
得た額（２以上の新幹線鉄道等（同条第４項に規定す
る新幹線鉄道等をいう。）を利用するものとして通勤
手当を支給される場合にあっては、その合計額。次項
第２号において「改正前の１箇月当たりの特別料金等
相当額」という。）の合計額が15万円を超えている職
員を除く。）に支給されている通勤手当のうち次の各
号に掲げるもの（施行日の前日及び施行日を含む支給
単位期間等（改正前の規則第16条の２第１項に規定す
る支給単位期間等をいう。）に係るものに限る。）につ
いては、なお従前の例による。

　⑴　普通交通機関等及び改正前の条例第13条第１項第
２号に規定する自動車等に係る通勤手当（改正前の
１箇月当たりの運賃等相当額及び改正前の自動車等
の利用に係る額が６万円を超える場合のものに限
る。）

　⑵　改正前の条例第13条第４項第１号に規定する新幹
線鉄道等に係る通勤手当（改正前の１箇月当たりの
特別料金等相当額が２万円（住居が京都府の区域内
にある場合は３万円）を超える場合のものに限る。）

３　前項の規定によりなお従前の例によることとされた
通勤手当を支給されている職員には、当該通勤手当が
支給されている間、次の各号に掲げる場合の区分に応
じ、各月における当該各号に定める額（１円未満の端
数がある場合にあってはその端数を切り捨てた額と
し、当該各号に掲げる場合のいずれにも該当する場合
にあっては当該各号に定める額の合計額とする。）を、
支給単位期間を１箇月とする通勤手当として支給する。

　⑴　前項第１号に掲げる通勤手当を支給されている場
合　改正前の１箇月当たりの運賃等相当額から６万
円（６万円を超えるときは、当該相当額と６万円と
の差額の２分の１を６万円に加算した額）を減じて
得た額

　⑵　前項第２号に掲げる通勤手当を支給されている場
合　改正前の１箇月当たりの特別料金等相当額から
２万円（住居が京都府の区域内にある場合にあって
は３万円）を減じて得た額

（権衡職員等に関する経過措置）
４　この規則による改正後の職員の通勤手当に関する規

則（次項において「改正後の規則」という。）第13条
の規定は、施行日以後にされた転居について適用する。
５　改正後の規則第15条の規定は、施行日前に新たに給

料表の適用を受ける職員となった者にも適用する。
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手当の支給要件を具備することとなるもの
　⑷　前３号に掲げるもののほか、前３号に規定する職

員との権衡上必要がある職員として人事委員会が認
めるもの

２　前項の職員に支給する特地勤務手当に準ずる手当の
支給期間及び額は、次の各号に掲げる職員の区分に応
じ、当該各号に定めるところによる。

　⑴　前項第１号に規定する職員　当該職員の指定日に
在勤する公署が同項に規定する異動の日前に特地公
署又は準特地公署に該当しているものとした場合に
前条の規定により指定日以降支給されることとなる
期間及び額

　⑵　前項第２号に規定する職員　当該職員が同号の採
用の日前から定年前再任用短時間勤務職員として引
き続き勤務していたものとした場合に前条第１項及
び第２項の規定により指定日以降支給されることと
なる期間及び額

　⑶　前項第３号に規定する職員　当該職員が同号の採
用の日前から定年前再任用短時間勤務職員として引
き続き勤務していたものとした場合に前条第１項及
び第２項又はこの項の規定により当該採用の日以降
支給されることとなる期間及び額

　⑷　前項第４号に規定する職員　別に人事委員会が定
める期間及び額

　　　附　則

（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
（改正後の規則における暫定再任用職員に関する経過措
置）
２　地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律

第63号。第４項において「令和３年改正法」という。）
附則第９条第２項に規定する暫定再任用職員（以下「暫
定再任用職員」という。）は、地方公務員法（昭和25
年法律第261号）第22条の４第３項に規定する定年前
再任用短時間勤務職員（第４項及び第５項において「定
年前再任用短時間勤務職員」という。）とみなして、
この規則による改正後の職員の特地勤務手当等に関す
る規則（以下「改正後の規則」という。）第３条及び
第５条第２項の規定を適用する。
３　暫定再任用職員に対する改正後の規則第６条の規定

の適用については、同条第１項第２号及び第３号中
「地方公務員法第22条の４第１項の規定による採用」
とあるのは「暫定再任用」と、同条第２項第２号中「定
年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「暫定再任用
職員（令和３年改正法附則第９条第２項に規定する暫
定再任用職員をいう。次号において同じ。）」と、同項
第３号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは
「暫定再任用職員」とする。

（定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員への
特地勤務手当に準ずる手当に関する経過措置）
４　改正後の規則第６条第１項第１号の規定は、令和７

　職員の特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する
規則をここに公布する。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　辻　　　　幸　子

京都府人事委員会規則106―837

職員の特地勤務手当等に関する規則の一部を改正
する規則

　職員の特地勤務手当等に関する規則（京都府人事委員
会規則６―34）の一部を次のように改正する。
　第３条中「合計額」の右に「（地方公務員法（昭和25
年法律第261号）第22条の４第３項に規定する定年前再
任用短時間勤務職員（以下「定年前再任用短時間勤務職
員」という。）にあつては、現に受ける給料の月額）」を
加える。
　第４条中「第12条の２」を「第12条」に改める。
　第５条第２項中「合計額」の右に「（定年前再任用短
時間勤務職員にあつては、現に受ける給料の月額）」を
加える。
　第６条を次のように改める。
第６条　条例第14条の３第２項の規定により特地勤務手

当に準ずる手当を支給される職員は、次に掲げる職員
とする。

　⑴　新たに特地公署又は準特地公署に該当することと
なつた公署に在職する職員のうち、その特地公署又
は準特地公署に該当することとなつた日（以下「指
定日」という。）前に当該公署に異動し、当該異動
に伴つて住居を移転した職員で、指定日において、
当該異動の日から起算して３年を経過していないも
の

　⑵　地方公務員法第22条の４第１項の規定による採用
をされ、かつ、当該採用の日の前日に在職していた
公署に引き続き在職することとなつた職員のうち、
当該採用の日前から引き続き勤務していたものとし
た場合に、条例第14条の３第２項に規定する新たに
特地公署又は準特地公署に該当することとなつた公
署に在職する職員で、指定日前３年以内に当該公署
に異動し、当該異動に伴つて住居を移転したものと
なるもの

　⑶　地方公務員法第22条の４第１項の規定による採用
をされた職員で、当該採用の日の前日に条例第14条
の３第１項又は第２項の規定による特地勤務手当に
準ずる手当を支給されていたもののうち、当該採用
の日前から引き続き勤務していたものとした場合
に、これらの項の規定による特地勤務手当に準ずる
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　⑴　新たにへき地学校等に該当することとなつた学校
に勤務する職員のうち、そのへき地学校等に該当す
ることとなつた日（以下「指定日」という。）前に
当該学校に異動し、当該異動に伴つて住居を移転し
た職員で、指定日において、当該異動の日から起算
して３年を経過していないもの

　⑵　地方公務員法第22条の４第１項の規定による採用
をされ、かつ、当該採用の日の前日に勤務していた
学校に引き続き勤務することとなつた職員のうち、
当該採用の日前から引き続き勤務していたものとし
た場合に、条例第14条の５第３項に規定する新たに
へき地学校等又は条例第14条の５第１項の規定によ
り人事委員会が指定する学校に該当することとなつ
た学校に勤務する職員で、指定日前３年以内に当該
公署に異動し、当該異動に伴つて住居を移転したも
のとなるもの

　⑶　地方公務員法第22条の４第１項の規定による採用
をされた職員で、当該採用の日の前日に条例第14条
の５第１項又は第３項の規定によるへき地手当に準
ずる手当を支給されていたもののうち、当該採用の
日前から引き続き勤務していたものとした場合に、
これらの項の規定によるへき地手当に準ずる手当の
支給要件を具備することとなるもの

　⑷　前３号に掲げるもののほか、前３号に規定する職
員との権衡上必要がある職員として人事委員会が認
めるもの

２　前項の職員に支給するへき地手当に準ずる手当の支
給期間及び額は、次の各号に掲げる職員の区分に応
じ、当該各号に定めるところによる。

　⑴　前項第１号に規定する職員　当該職員の指定日に
勤務する学校が同項に規定する異動の日前にへき地
学校等に該当しているものとした場合に前条の規定
により指定日以降支給されることとなる期間及び額

　⑵　前項第２号に規定する職員　当該職員が同号の採
用の日前から定年前再任用短時間勤務職員として引
き続き勤務していたものとした場合に前条第１項及
び第２項の規定により指定日以降支給されることと
なる期間及び額

　⑶　前項第３号に規定する職員　当該職員が同号の採
用の日前から定年前再任用短時間勤務職員として引
き続き勤務していたものとした場合に前条第１項及
び第２項又はこの項の規定により当該採用の日以降
支給されることとなる期間及び額

　⑷　前項第４号に規定する職員　別に人事委員会が定
める期間及び額

　　　附　則

（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
（改正後の規則における暫定再任用職員に関する経過措
置）
２　地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律

年４月１日以後に地方公務員法第22条の４第１項又は
令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項若し
くは第６条第１項若しくは第２項の規定（以下「法第
22条の４第１項等の規定」という。）による採用をさ
れた定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員
について適用する。
５　改正後の規則第６条第１項第２号の規定は、令和７

年４月１日以後に法第22条の４第１項等の規定による
採用をされ、当該採用の日前から引き続き勤務してい
たものとした場合に、改正後の規則第６条第１項第２
号の規定する異動をした日が令和７年４月１日以後で
ある定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員
について適用する。
６　改正後の規則第６条第２項第４号の規定は、令和７

年４月１日以後に法第22条の４第１項等の規定による
採用をされ、当該採用の日の前日に支給されていた職
員の給与等に関する条例（昭和31年京都府条例第28号）
第14条の３の規定による特地勤務手当に準ずる手当の
支給要件を具備するに至った日が令和７年４月１日以
後である場合について適用する。

　職員のへき地手当等に関する規則の一部を改正する規
則をここに公布する。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　辻　　　　幸　子

京都府人事委員会規則106―838

職員のへき地手当等に関する規則の一部を改正す
る規則

　職員のへき地手当等に関する規則（京都府人事委員会
規則６―36）の一部を次のように改正する。
　第４条第１項中「合計額」の右に「（地方公務員法（昭
和25年法律第261号）第22条の４第３項に規定する定年
前再任用短時間勤務職員（以下「定年前再任用短時間勤
務職員」という。）にあつては、現に受ける給料の月額）」
を加え、同条第２項中「合計額」の右に「（定年前再任
用短時間勤務職員にあつては、現に受ける給料の月額）」
を加える。
　第５条中「第12条の２」を「第12条」に改める。
　第６条第２項中「合計額」の右に「（定年前再任用短
時間勤務職員にあつては、現に受ける給料の月額）」を
加える。
　第７条を次のように改める。
第７条　条例第14条の５第３項の規定によりへき地手当

に準ずる手当を支給される職員は、次に掲げる職員と
する。
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京都府人事委員会規則106―839

義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改
正する規則

　義務教育等教員特別手当に関する規則（京都府人事委
員会規則６―46）の一部を次のように改正する。
　別表第１中
「

」

を

第63号。第４項において「令和３年改正法」という。）
附則第９条第２項に規定する暫定再任用職員（以下「暫
定再任用職員」という。）は、地方公務員法（昭和25
年法律第261号）第22条の４第３項に規定する定年前
再任用短時間勤務職員（第４項及び第５項において「定
年前再任用短時間勤務職員」という。）とみなして、
この規則による改正後の職員のへき地手当等に関する
規則（以下「改正後の規則」という。）第４条及び第
６条第２項の規定を適用する。
３　暫定再任用職員に対する改正後の規則第７条の規定

の適用については、同条第１項第２号及び第３号中
「地方公務員法第22条の４第１項の規定による採用」
とあるのは「暫定再任用」と、同条第２項第２号中「定
年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「暫定再任用
職員（令和３年改正法附則第９条第２項に規定する暫
定再任用職員をいう。次号において同じ。）」と、同項
第３号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは
「暫定再任用職員」とする。

（定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員への
へき地手当に準ずる手当に関する経過措置）
４　改正後の規則第７条第１項第１号の規定は、令和７

年４月１日以後に地方公務員法第22条の４第１項又は
令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項若し
くは第６条第１項若しくは第２項の規定（以下「法第
22条の４第１項等の規定」という。）による採用をさ
れた定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員
について適用する。
５　改正後の規則第７条第１項第２号の規定は、令和７

年４月１日以後に法第22条の４第１項等の規定による
採用をされ、当該採用の日前から引き続き勤務してい
たものとした場合に、改正後の規則第７条第１項第２
号の規定する異動をした日が令和７年４月１日以後で
ある定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員
について適用する。
６　改正後の規則第７条第２項第４号の規定は、令和７

年４月１日以後に法第22条の４第１項等の規定による
採用をされ、当該採用の日の前日に支給されていた職
員の給与等に関する条例（昭和31年京都府条例第28号）
第14条の５の規定によるへき地手当に準ずる手当の支
給要件を具備するに至った日が令和７年４月１日以後
である場合について適用する。

　義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正す
る規則をここに公布する。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　辻　　　　幸　子
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「

」

を

「

」

に改める。

　別表第２中
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　第５条第１項中「任用」を「人事委員会規則で定める
やむを得ない事情は、第２条に規定するやむを得ない事
情とし、同項の任用」に改め、同条第２項第１号アを次
のように改める。
　　ア　新たに給料表の適用を受ける職員となったこと。
　第５条第２項第７号中「事由発生に伴い」」の右に「又
は「新たに給料表の適用を受ける職員となったこと又は
事由発生に伴い」と、「第２条」とあるのを「前項」と、」
を加える。
　第７条第１項中「以下」を「第３項及び次条において」
に改め、同条に次の１項を加える。
３　第１項の規定にかかわらず、任命権者において配偶

者等との別居の状況等を認定することができる場合と
して人事委員会が定める場合には、同項の規定による
届出を要しない。

　第８条第１項中「ならない。」の右に「前条第３項に
規定する場合においても、同様とする。」を加える。
　第９条第１項中「欠くに至った日」の右に「（人事委
員会が定める場合にあっては、当該要件を欠くに至った
日以降の日で人事委員会が定める日）」を加える。

　　　附　則

１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
２　この規則による改正後の職員の単身赴任手当に関す

る規則第５条第２項第１号ア及び同項第７号の規定
は、この規則の施行の日前に新たに給料表の適用を受
ける職員となった者にも適用する。

　職員の地域手当に関する規則の一部を改正する規則を
ここに公布する。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　辻　　　　幸　子

京都府人事委員会規則106―841

職員の地域手当に関する規則の一部を改正する規
則

　職員の地域手当に関する規則（京都府人事委員会規則
６―89）の一部を次のように改正する。
　第１条中「第12条の２」を「第12条」に、「第12条の５」
を「第12条の４」に改める。
　第２条中「第12条の２第１項」を「第12条第１項」に
改める。
　第５条から第８条までの規定中「第12条の４第１項」
を「第12条の３第１項」に改める。
　第９条第１項中「第12条の５第１項」を「第12条の４

「

」

に改める。

　　　附　則

　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規
則をここに公布する。

　　令和７年３月31日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　辻　　　　幸　子

京都府人事委員会規則106―840

職員の単身赴任手当に関する規則の一部を改正す
る規則

　職員の単身赴任手当に関する規則（京都府人事委員会
規則６―66）の一部を次のように改正する。
　第２条中「及び第３項」を削り、同項第１号中「配偶
者が」を「配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同
様の事情にある者を含む。以下同じ。）が」に改める。

号外250331-02KM.indd   72号外250331-02KM.indd   72 2025/03/31   14:55:362025/03/31   14:55:36



号外　第10号　令和７年３月31日　月曜日　　　

73

京  都  府  公  報

号外250331-02KM

と当該採用の直後に当該特別移転公署又は当該特別移転
公署以外の特別移転公署若しくは地域手当支給地域等に
在勤していた期間とを合算した期間が６箇月を超えるこ
ととなるときを含む。）。」に改め、同条第２号中「限る。」
を「限る。以下この号において同じ。」に、「とき。」を
「とき（定年前再任用短時間勤務職員であって法第22条
の４第１項の規定による採用の前日に給料表の適用を受
ける職員（当該公署を異にする異動又は当該在勤する公
署の移転の日前６箇月以内に職員以外の地方公務員等で
あった者から人事交流等により引き続き当該給料表の適
用を受ける職員となったものに限る。）として勤務して
いたものにあっては、適用日前の職員以外の地方公務員
等として勤務していた期間及び当該期間に引き続いて職
員として勤務していた期間を同項の採用の日前から引き
続き定年前再任用短時間勤務職員として勤務していたも
のとした場合に、当該特別移転公署又は当該特別移転公
署以外の特別移転公署若しくは地域手当支給地域等に引
き続き６箇月を超えて在勤していたこととなるときを含
む。）」に改め、同条の次の１号を加える。
　⑶　前２号に掲げるもののほか、前２号に掲げるもの

との権衡上必要がある場合として人事委員会が定め
る場合

　第11条中「第12条の５第２項第３号」を「第12条の４
第３号」に改め、同条に次の１項を加える。
２　次に掲げるものについては、条例第12条の４第１項

に規定する異動等に準じるものとして同条第３項の規
定を適用する。

　⑴　法第22条の４第１項の規定による採用（法の規定
より退職した日の翌日におけるものに限る。）をさ
れること。

　⑵　前号に掲げるもののほか、人事委員会が定めるも
の

　第12条第１項を次のように改める。
　　条例第12条の４第３項の規定により同条第１項の規

定による地域手当を支給される職員との権衡上必要が
あると認められる職員とは、次の各号のいずれかに該
当する職員をいうものとする。

　⑴　人事交流等により給料表の適用を受ける職員と
なった者であり、かつ、適用日前３年以内の職員以
外の地方公務員等として勤務していた期間に条例別
表第15に掲げる支給地域において勤務していた職員
（適用日前３年以内の期間において、かつて給料表
の適用を受ける職員として勤務していた者で人事交
流等により引き続き職員以外の地方公務員等となっ
たものにあっては、当該期間に同表に掲げる支給地
域又は公署において勤務していた者）のうち、適用
日前３年以内の職員以外の地方公務員等として勤務
していた期間（常時勤務に服する者として適用日の
前日まで引き続き勤務していた期間に限る。）を給
料表の適用を受ける職員として勤務していたものと
した場合に条例第12条の４第１項に規定する地域手
当の支給要件を具備することとなる者をいうものと
する。

第１項」に改め、同項第１号中「第12条の２第１項」を
「第12条第１項」に、「この条及び次条」を「この条、
次条及び第12条第１項第２号」に、「とき。」を「とき（地
方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）
第22条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職
員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）で
あって同条第１項の規定による採用の前日に地域手当支
給地域等又は特別移転公署に在勤をしていたものにあっ
ては、当該在勤をしていた期間と当該採用の直後に地域
手当支給地域等又は特別移転公署に在勤していた期間と
を合算した期間が６箇月を超えることとなるときを含
む。）。」に改め、同項第２号中「当該地域手当支給地域等」
を「当該地域手当支給地域等又は特別移転公署」に、「と
き。」を「（定年前再任用短時間勤務職員であって法第22
条の４第１項の規定による採用の前日に給料表の適用を
受ける職員（当該地域若しくは公署を異にする異動又は
当該在勤する公署の移転の日前６箇月以内に職員以外の
地方公務員等であった者から人事交流等により引き続き
当該給料表の適用を受ける職員となったものに限る。）
として勤務していたものにあっては、適用日前の職員以
外の地方公務員等として勤務していた期間及び当該期間
に引き続いて職員として勤務していた期間を同項の採用
の日前から引き続き定年前再任用短時間勤務職員として
勤務していたものとした場合に、地域手当支給地域等又
は特別移転公署に引き続き６箇月を超えて在勤していた
こととなるときを含む。）。」に改め、同項第３号を次の
ように改める。
　⑶　前２号に掲げるもののほか、前２号に掲げるもの

との権衡上必要がある場合として人事委員会が定め
る場合

　第９条第２項中「第12条の５第１項」を「第12条の４
第１項」に、「さかのぼった」を「遡った」に、「間」を
「間（次号において「対象期間」という。）」に改め、同
項第２号及び第３号を次のように改める。
　⑵　前項第２号に掲げる場合　適用日前の職員以外の

地方公務員等として勤務していた期間を給料表の適
用を受ける職員として勤務していたものとした場合
に、当該異動若しくは移転の日の前日に在勤してい
た地域手当支給地域等又は対象期間に在勤していた
こととなる当該地域手当支給地域等以外の地域手当
支給地域等（特別移転等公署を除く。）若しくは特
別移転等公署（同日に在勤していたものを除く。）
に係る条例別表第15に定める割合又はみなし特例支
給割合のうち最も低い割合

　⑶　前項第３号に掲げる場合　別に人事委員会が定め
る割合

　第10条中「第12条の５第２項」を「第12条の４第２項」
に改め、同条第１号中「限る。」の右に「以下この号に
おいて同じ。」を加え、「とき。」を「とき（定年前再任
用短時間勤務職員であって法第22条の４第１項の規定に
よる採用の前日に当該特別移転公署又は当該特別移転公
署以外の特別移転公署若しくは地域手当支給地域等に在
勤をしていたものにあっては、当該在勤をしていた期間

号外250331-02KM.indd   73号外250331-02KM.indd   73 2025/03/31   14:55:362025/03/31   14:55:36



号外　第10号　令和７年３月31日　月曜日　　　

74

京  都  府  公  報

号外250331-02KM

職員の給与等に関する条例第12条の４の規定を適用す
る。

（改正後の人事委員会規則における暫定再任用職員に関
する経過措置）
３　暫定再任用職員（地方公務員法の一部を改正する法

律（令和３年法律第63号。以下「令和３年改正法」と
いう。）附則第４条第１項若しくは第２項又は第６条
第１項若しくは第２項（これらの規定を令和３年改正
法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する
場合を含む。）の規定により採用された職員をいう。）
は、地方公務員法第22条の４第３項に規定する定年前
再任用短時間勤務職員とみなして、この規則による改
正後の職員の地域手当に関する規則（京都府人事委員
会規則６―89）第９条から第12条までの規定を適用す
る。この場合において、同規則第９条第１項第１号中
「同条第１項」とあるのは「同条第１項又は地方公務
員法の一部を改正する法律（令和３年法律第63号。以
下「令和３年改正法」という。）附則第４条第１項若
しくは第２項若しくは第６条第１項若しくは第２項」
と、同項第２号中「法第22条の４第１項」とあるのは
「法第22条の４第１項又は令和３年改正法附則第４条
第１項若しくは第２項若しくは第６条第１項若しくは
第２項」と、「同項」とあるのは「法第22条の４第１
項又は令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２
項若しくは第６条第１項若しくは第２項」と、第10条
第１号及び第２号中「法第22条の４第１項」とあるの
は「法第22条の４第１項又は令和３年改正法附則第４
条第１項若しくは第２項若しくは第６条第１項若しく
は第２項」と、同条第２号中「同項」とあるのは「法
第22条の４第１項又は令和３年改正法附則第４条第１
項若しくは第２項若しくは第６条第１項若しくは第２
項」と、第11条第２項第１号中「法第22条の４第１項」
とあるのは「法第22条の４第１項又は令和３年改正法
附則第４条第１項若しくは第２項若しくは第６条第１
項若しくは第２項」と、「退職した日」とあるのは「退
職した日又は令和３年改正法附則第４条第１項若しく
は第２項若しくは第６条第１項若しくは第２項の規定
による採用に係る任期が満了した日」とする。

　職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規
則をここに公布する。

　　令和７年４月１日
　　　　京都府人事委員会
　　　　　委員長　辻　　　　幸　子

京都府人事委員会規則106―842

職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正す
る規則

　⑵　前条第２項第１号に掲げる異動等に準じるものが
あった職員のうち、当該異動等に準じるものがあっ
た日の前日に地域手当支給地域等において勤務して
いた者で、当該異動等に準ずるものを条例第12条の
４第１項に規定する異動等とみなした場合に同項に
規定する地域手当の支給要件を具備することとなる
者

　⑶　前条第２項第１号に掲げる異動等に準じるものが
あった職員で、当該異動等に準じるものがあった日
の前日に条例第12条の４第１項の規定による地域手
当を支給されていたもの又は前号に掲げる職員とし
て同条第３項の規定による地域手当を支給されてい
たもののうち、当該異動等に準じるものがあった日
前から引き続き勤務していたものとした場合に、こ
れらの項の規定による地域手当の支給要件を具備す
ることとなる者

　⑷　前条第２項第２号に掲げる異動等に準じるものが
あった職員のうち、前３号に規定する職員との権衡
上必要がある職員として人事委員会が認める者

　第12条第２項中「第12条の２」を「第12条」に、「第
12条の５第１項」を「第12条の４第１項」に、「第12条
の５第３項」を「第12条の４第３項」に改め、同条第３
項及び第４項中「第12条の５第１項」を「第12条の４第
１項」に改め、同条第５項中「第12条の５第３項」を「第
12条の４第３項」に改める。
　第13条中「第12条の２第２項、第12条の３、第12条の
４又は第12条の５」を「第12条第２項、第12条の２、第
12条の３又は第12条の４」に改める。

　　　附　則

（施行期日）
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
（切替日前に異動等のあった職員等の地域手当に関する
経過措置）
２　職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例

（令和７年京都府条例第３号）附則第２項に規定する
切替日（以下「切替日」という。）の前日までに同条
例による改正前の職員の給与等に関する条例（昭和31
年京都府条例第28号）第12条の５第１項若しくは第２
項に規定する異動等のあった職員又は同日までに同条
第３項の規定により同条第１項若しくは第２項の規定
による地域手当を支給される職員との権衡上必要があ
ると認められた職員（地方公務員法（昭和25年法律第
261号）第22条の４第３項に規定する定年前再任用短
時間勤務職員及び暫定再任用職員（地方公務員法の一
部を改正する法律（令和３年法律第63号。以下「令和
３年改正法」という。）附則第４条第１項若しくは第
２項又は第６条第１項若しくは第２項（これらの規定
を令和３年改正法附則第９条第３項の規定により読み
替えて適用する場合を含む。）の規定により採用され
た職員をいう。）を除く。）については、職員の給与等
に関する条例等の一部を改正する条例による改正前の
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　　　イ　当該作業が、著しく危険であると人事委員会
が認める場合又は人事委員会が著しく危険であ
ると認める区域で行われた場合　1,080円

　　イ　ア以外の場合　840円（次に掲げる場合にあつ
ては、当該場合の区分に応じ、それぞれに定める
額（同一の日において次のいずれにも該当すると
きは、イに掲げる額）を加算した額）

　　　ア　当該作業が日没時から日出時までの間（前項
第24号エ又はオの作業のうち主として屋内にお
いて行う作業にあつては深夜）に行われた場合
　420円

　　　イ　当該作業が、著しく危険であると人事委員会
が認める場合又は人事委員会が著しく危険であ
ると認める区域で行われた場合　840円

　　　附　則

　この規則は、令和７年４月１日から施行する。

　職員の特殊勤務手当に関する規則（京都府人事委員会
規則６―３）の一部を次のように改正する。
　第12条第１項第24号中「警察職員が異常な自然現象若
しくは大規模な事故により重大な災害が発生した箇所若
しくはその周辺において行う災害警備、遭難救助、通信
施設の臨時設置、運用若しくは保守、鑑識作業若しくは
これらに相当する作業で心身に著しい負担を与えると人
事委員会が認めるものに従事したとき又は人事委員会の
定める職員がこれに相当すると人事委員会が認める」を
「職員が次に掲げる」に改め、同号に次のように加える。
　　ア　異常な自然現象により重大な災害が発生し、若

しくは発生するおそれがある次に掲げる現場にお
いて行う巡回監視又は当該現場における重大な災
害の発生した箇所若しくは発生するおそれの著し
い箇所で行う応急作業若しくは応急作業のための
災害状況の調査

　　　ア　河川の堤防等
　　　イ　道路法（昭和27年法律第180号）第46条第１

項（第２号に係る部分を除く。）の規定により
通行が禁止されている区間内の道路又はその周
辺

　　　ウ　港湾施設又は鉄道施設等
　　イ　噴火により重大な災害が発生し、又は発生する

おそれがある場合において災害対策基本法（昭和
36年法律第223号）第60条第１項の規定により居
住者等が避難のための立退きを指示された地域又
は同法第63条第１項の規定により設定された警戒
区域で行う災害状況の調査、巡回監視、工事の監
督又は測量若しくは測量の監督等の作業

　　ウ　異常な自然現象若しくは大規模な事故により重
大な災害が発生した箇所又はその周辺において行
う災害警備、遭難救助又は通信施設の臨時設置、
運用若しくは保守の作業

　　エ　異常な自然現象により重大な災害が発生し、又
は発生するおそれがある場合において、災害対策
基本法第23条第１項又は第23条の２第１項の規定
により災害対策本部が設置された地方公共団体の
区域に派遣されて行う関係行政機関等との災害応
急対策に係る連絡調整の作業

　　オ　アからエまでに掲げる作業に相当すると人事委
員会が認める作業

　第12条第２項第24号を次のように改める。
　（24　前項第24号の手当作業１日につき、次に掲げる

場合の区分に応じ、それぞれに定める額
　　ア　大規模な災害として人事委員会が定める災害に

係る作業に従事した場合　1,080円（次に掲げる
場合にあつては、当該場合の区分に応じ、それぞ
れに定める額（同一の日において次のいずれにも
該当するときは、イに掲げる額）を加算した額）

　　　ア　当該作業が日没時から日出時までの間（前項
第24号エ又はオの作業のうち主として屋内にお
いて行う作業にあつては深夜）に行われた場合
　540円
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